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平成２５年（２０１３年）９月 

旭 川 市 



平成２４年度主要事業実施報告書について  

 

本市では，男女共同参画社会の実現に向けて，平成１５年４

月から旭川市男女平等を実現し男女共同参画を推進する条例

を施行し，男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため，平成２２年１０月に第２次となる「あさひかわ男

女共同参画基本計画」（平成２３年度～３２年度）を策定しま

した。  

計 画の３つの目標に基づく施策を効果的に実施するために

男女共同参画推進本部等の推進体制を活用し，計画の進行管理

を行っています。  

本報告書は，条例第２４条に基づき，平成２４年度における，

本市の男女共同参画の推進状況及び男女共同参画の推進に関

する施策の実施状況について報告するものです。  
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第１章 【あさひかわ男女共同参画基本計画】の概要 

 

１ 基本的な考え方 

国では平成１１年に「男女共同参画社会基本法」を施行し，男女が互いにその人権を尊重し

つつ責任も分かち合い，性別にかかわりなく，個性と能力を十分に発揮することができる男女共

同参画社会の実現を，２１世紀の我が国の最重要課題と位置付けております。 

本市においては，平成８年に「男女共同参画を目指す旭川女性プラン」の策定，平成１５年に

「旭川市男女平等を実現し男女共同参画を推進する条例」を制定し，男女共同参画の各種施

策を推進してきたところですが，家庭，職場，地域で従来の固定的な性別役割分担の意識が根

強く残っていることから，政策・方針決定過程への女性の参画，子育てや介護への男性の参画

が十分ではない状況にあります。 

そのため，これらの課題の改善を図り，本市における男女共同参画を一層前進するため，平

成２２年１０月に本計画を策定し，様々な取組を進めています。 

取組の進捗状況については，数値目標を設定するなど，評価・考察を行い，施策への反映に

努めています。 

 

２ 計画の基本理念（条例第３～９条） 

（１）男女の人権の尊重（第３条） 

（２）社会における制度又は慣行についての配慮（第４条） 

（３）政策等の立案及び決定への共同参画（第５条） 

（４）家庭生活における活動と他の活動の両立（第６条） 

（５）教育及び学習における男女共同参画への配慮（第７条） 

（６）性及び生殖に関する個人の意思の尊重及び健康への配慮（第８条） 

（７）国際社会における取組の配慮（第９条） 

 

３ 計画の目標 

目標１ 男女共同参画の意識づくりと人権の尊重 

目標２ あらゆる分野における男女共同参画の促進 

目標３ 生涯を通じた男女の健康支援 

 

４ 計画期間  平成２３年度(２０１１年度)から平成３２年(２０２０年)度まで 
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１ あさひかわ男女共同参画基本計画の体系

＜目 標＞ ＜基本的方向＞ ＜施策の方向性＞

(1 )男 女 共 同 参 画 の 広 報 ・ 啓 発 活 動 の 推 進

１ 男 女 共 同 参 画 の 啓 発 (2)男 女 共 同 参 画 の 推 進 に 関 す る 調 査 研 究 ・ 情 報 の 収 集 ・ 提 供

目 標 １ (3 )女 性 に か か わ る 各 相 談 窓 口 体 制 の 充 実 と 連 携

男 女 共 同 参 画 の 意 識 (1)男 女 平 等 の 視 点 に 立 っ た 学 校 教 育 の 推 進
男 ２ 男女平等の視点に立った教育・学習の推進

づ く り と 人 権 の 尊 重 (2)男 女 平 等 の 視 点 に 立 っ た 生 涯 学 習 の 推 進
女

(1 )女 性 に 対 す る 暴 力 根 絶 に つ い て の 認 識 の 浸 透
共

３ 男女の人権尊重と平等意 識の浸透 (2)配 偶 者 等 か ら の 暴 力 被 害 者 の 支 援
同

(3 )メ デ ィ ア 等 に お け る 男 女 の 人 権 へ の 配 慮
参

(1 )市 の 附 属 機 関 等 へ の 女 性 の 参 画 の 促 進
画 １ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

(2)市 の 女 性 職 員 の 登 用 の 促 進 と 職 員 研 修 の 充 実
社

(1 )子 育 て 支 援 体 制 の 充 実
会 目標２ ２ 男女の家庭生活と他の活動との両立支援

(2)ひ と り 親 家 庭 が 安 心 し て 暮 ら せ る 環 境 の 整 備
の あ ら ゆ る 分 野 に お け る

(1)就 労 の 場 に お け る 男 女 の 均 等 な 雇 用 機 会 と 待 遇 の 確 保
実 男 女 共 同 参 画 の 促 進

３ 就労等の場における男女共同参画の促進 (2)農 業 ・ 商 工 自 営 業 等 従 事 者 の 労 働 環 境 の 整 備
現

(3 )就 労 機 会 等 の 拡 大
を

(1 )家 庭 や 地 域 に お け る 活 動 等 の 促 進
目 ４ 家庭や地域における男女共同参画の促進

(2)介 護 の 場 面 に お け る 固 定 的 役 割 分 担 意 識 の 解 消
指

(1 )性 及 び 生 殖 に 関 す る 個 人 の 意 思 の 尊 重 に つ い て の 意 識
し 目標３ 啓 発 と 健 康 管 理 の 推 進

１ 男 女 の 健 康 の 保 持 ・ 増 進
て 生 涯 を 通 じ た (2)保 健 ・ 医 療 体 制 の 充 実

男 女 の 健 康 支 援
２ 女 性 の 健 康 づ く り の 推 進 (1)妊 娠 ・ 出 産 期 に お け る 女 性 の 健 康 支 援
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２　数値目標の達成状況

中間目標
５年後
(H28.4)

最終目標
１０年後
(H33.4)

1 市の附属機関における女性委員の割合
３０．９％

（平成22年4月1日現在）
３４.３％

（平成25年4月1日現在）
３７．０％ ４０．０％ 各課 ２-１-(１)

2 市の附属機関における女性委員割合10％未満の数
７機関

（平成22年4月1日現在）
２機関

（平成25年4月1日現在）
３機関 ０機関 各課 ２-１-(１)

3 市の私的諮問機関等における女性委員の割合
３３．３％

（平成22年4月1日現在）
２２.０％

（平成25年4月1日現在）
３７．０％ ４０．０％ 各課 ２-１-(１)

4 市職員の管理職における女性の割合
５．７％

（平成22年4月1日現在）
８．５％

（平成25年4月1日現在）
８．０％ １５．０％ 人事課 ２-１-(２)

行政職（企業職）給
料表適用者のうち，
保育士，消防職，技
能労務職を除いたも
の

5 市職員の男性の育児休業取得率
０％

（平成21年）
４．３％

(平成24年度）
５．０％

（H26年度）
-

人事課
経済総務課

２-２-(１)
次世代育成支援
特定事業主行動
計画後期計画

6 男女共同参画塾，出前講座，研修等受講者数
５６８人

（平成21年度）
１，０３２人

（平成24年度）
７００人 １，０００人 政策調整課 １-１-(１)

7
家族経営協定締結農家数
（女性農業者に関わるもの）

４１件
（平成22年3月31日現在）

６７件
（平成25年3月31日現在）

６１件 ８１件 農政課 ２-３-(２)

8 女性農業者の起業件数
２２件

（平成22年3月31日現在）
３０件

（平成25年3月31日現在）
２７件 ３２件 農政課 ２-３-(２)

9 旭川市総合体育館スポーツ教室　女性受講者数
４９７人

（平成21年度）
５０４人

(平成24年度）
６００人 ８００人 スポーツ課 ３-１-(１)

10 地域子育て支援センターの設置数
３か所

（平成22年3月31日現在）
　５か所

（平成25年3月31日現在）
６か所

（H26年度末）
-

子育て支援
課

２-２-(１)
次世代育成支
援行動計画後
期計画

11 つどいの広場設置数
１か所

（平成22年3月31日現在）
　１か所

（平成25 年3月31日現在）
４か所

（H26年度末）
-

子育て支援
課

２-２-(１) 〃

12 留守家庭児童会設置数
４１校４７か所

（平成22年3月31日現在）
　４１校５１か所

（平成25年3月31日現在）
41校58か所

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

13 認可保育所定員数
４，０３４人

（平成22年3月31日現在）
　４，３３７人

（平成25年3月31日現在）
４，２５６人

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

14 延長保育実施数
１９か所

（平成22年3月31日現在）
　２３か所

（平成25年3月31日現在）
２４か所

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

15 休日保育の実施数
１か所

（平成22年3月31日現在）
１か所

（平成25年3月31日現在）
２か所

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

16 一時預かりの実施数
８か所

（平成22年3月31日現在）
　９か所

（平成25年3月31日現在）
９か所

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

17 病児・病後児保育の実施数
１か所

（平成22年3月31日現在）
　２か所

（平成25年3月31日現在）
３か所

（H26年度末）
- こども育成課 ２-２-(１) 〃

計画体系 備考
現状値

No. 項目

目標値

担当課
計画策定時数値
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第２章 男女共同参画の推進状況 

 

１ 平成２４年度の男女共同参画推進について 

計画に基づく１０１の主要事業（１０ページ参照）を実施してきましたが，その
中で主なものの推進状況は次のとおりです。 

 
（１）男女共同参画の意識づくりと人権の尊重 
  ア 男女共同参画啓発の推進状況 
    男女共同参画の理解促進を図るため，シンポジウムの開催のほか各種団体が

開催する研修会等において，担当職員等を講師として派遣する「男女共同参画
出前講座」，小中学校教員を対象に男女共同参画研修会を実施しました。 
また，平成２３年度に引き続き男女共同参画推進団体との連携により「男 

  女共同参画リレー講座」を開催しました。 
 
  イ 配偶者等からの暴力防止及び被害者支援について 

 旭川市配偶者等からの暴力防止及び被害者支援に関する基本計画（ＤＶ防止
基本計画）に基づき設置した旭川市配偶者暴力相談支援センターにおいて，Ｄ
Ｖ防止と被害者支援に努めました。 
  

（２）あらゆる分野における男女共同参画の促進 
  ア 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
    市の附属機関における女性委員の比率向上については，計画策定時数値の平

成２２年４月１日現在３０．９％が平成２５年４月１日現在は３４．３％と向
上しました。（４ページ参照）。 

    市の女性職員の登用の促進と職員研修の充実では，職員の基本研修において
男女共同参画の講義を実施するとともに，女性職員の職域の拡大など，男女が
対等な立場で仕事を担える人事配置に努めた結果，管理職に占める女性の割合
（行政職給料表及び企業職員行政職給料表適用者のうち保育士，技能労務職と
消防職を除いたもの）は，平成２２年４月１日現在で５．７％が，平成２５年
４月１日には８．５％となっています。 

     
 イ 男女の家庭生活と他の活動との両立支援 

男女が家事・育児・介護等の家庭生活と仕事や地域活動といった他の活動と
の両立ができるよう，子育て支援や介護・看護支援等を中心に事業を進めてき
ました。  

 
 ウ 就労等の場における男女共同参画の促進 

        家族農業経営に携わる各世帯員が，意欲とやり甲斐を持って経営に参画でき
る魅力的な農業経営を目指すことができるよう，締結農家数の増加に向けた取
組を進めてきました。 
女性農業者に関わる家族経営協定締結農家数は，平成２２年３月３１日現在

の４１件が平成２５年３月３１日現在では６７件に増加しました。 
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（３）生涯を通じた男女の健康支援 
    女性と男性が生涯を通じ，自己実現を行うためには環境づくりと健康の維持

・増進が重要であります。このことから，生活習慣病の予防・改善や健康に関
する知識の普及のための健康教育や健康相談など，健康についての情報提供や
各種健診，相談体制の充実を図り，自らの健康の維持・管理を行う取組を実施
しました。 
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目標 基本的方向 施策の方向性 課題解決に向けた取組

（１）男女共同参画の広報・
啓発活動の推進

男女共同参画基本計画社会の実現に向け，出前講座，講
習会，各種研修会への講師派遣を外部講師を活用しなが
ら積極的に行い，市民広報などの情報媒体を活用し，より
多くの市民に普及啓発を図る。

（２）男女共同参画の推進
に関する調査研究・情報の
収集・提供

各種情報媒体から収集できるさまざまな情報を，広く市民
に情報提供していく。

（３）女性にかかわる各相
談窓口体制の充実と連携

各種相談窓口の機能の充実と関係機関との連携の緊密化
により，市民ニーズに迅速・的確に応えていく体制の強化
が必要である。

（１）男女平等の視点に
立った学校教育の推進

児童生徒に対する，人権の尊重や男女平等，男女共同参
画意識の高揚や相互理解と協力を進める学習内容の充実
や発達の段階に応じ人権教育を実施するとともに，教職員
の男女共同参画研修運営の在り方などを検討・改善してい
く。

（２）男女平等の視点に
立った生涯学習の推進

男女共同参画の身近な学習施設として公民館等を効果的
に活用し，学習成果が指導者やボランティアの人材育成に
つながるなど地域社会に還元できるよう取り組む。

（１）女性に対する暴力根
絶についての認識の浸透

DVを含むすべての女性に対する暴力は，犯罪となる行為
をも含む重大な人権侵害であると社会全体が認識できるよ
う，関係機関・団体等とより緊密な協力体制を構築し，啓発
活動に取り組む。

（２）配偶者等からの暴力
被害者の支援

DV防止基本計画に基づき開設した「配偶者暴力相談支援
センター」を核として，関係機関・団体の連携により，問題
のあるケースの対応やDV被害者の相談，保護，自立支援
まで継続した支援に努める。

（３）メディア等における男
女の人権への配慮

市が発行する広報・出版物やメディア等の情報が，性の商
品化や女性蔑視，性別役割分担意識に基づく表現を使用
しないよう，市のガイドライン等を活用していく。

２　平成２４年度主要事業の施策の方向性ごとのまとめ

　平成２４年度の主要事業について，施策の方向性ごとの今後の取組をまとめました。

目
標
１
　
男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
と
人
権
の
尊
重

１　男女共同参画の啓
発

２　男女平等の視点に
立った教育・学習の推
進

３　男女の人権尊重と平
等意識の浸透
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目標 基本的方向 施策の方向性 課題解決に向けた取組

（１）市の附属機関等への
女性の参画の促進

各附属機関の委員選任に当たっては，男女共同参画基本
計画及び附属機関等の委員選任マニュアルに基づき，女
性の参画促進に努める。

（２）市の女性職員の登用
の促進と職員研修の充実

男女が対等な立場で仕事を担うことができるよう，人事配
置や職場環境づくりに努めるとともに，管理職をはじめとす
る男女共同参画の職員研修の内容を充実させ，職員の意
識啓発に努める。

（１）子育て支援体制の充
実

ニーズに応じた具体的な支援を進めるため，保育体制の
充実や実施施設の整備など，地域における子育て支援な
どの各事業に取り組む。

（２）ひとり親家庭が安心し
て暮らせる環境の整備

ひとり親家庭等が自立し，安心して子育てができるよう各
種支援事業の実施による環境の整備を図る。

（１）就労の場における男女
の均等な雇用機会と待遇
の確保

男女雇用機会均等法や雇用・労働関係に係る情報の周知
を図るとともに，次世代育成支援事業主行動計画策定な
ど，各企業の取組を支援する。

（２）農業・商工自営業等従
事者の労働環境の整備

農業や商工自営業等従事者における女性の労働環境の
整備につながるような，活動支援の取り組みを進める。

（３）就労機会等の拡大
雇用・労働関係に係る情報を提供するとともに，関係機関
と連携を図りながら，就労を促進していく。

（１）家庭や地域における活
動等の促進

「男は仕事，女は家事・育児」という固定的な性別役割分担
意識に基づく慣行を見直し，男女共同参画意識の高揚を
図るとともに，男女がともに地域の活動に参画できるよう環
境整備に努める。

（２）介護の場面における固
定的役割分担意識の解消

高齢者等の介護・看護については，男女が共に責任を持
ち，社会全体で担い合う仕組みづくりを進める。

（１）性及び生殖に関する
個人の意思の尊重につい
ての意識啓発と健康管理
の推進

性及び生殖に関する個人の意思の尊重についての意識啓
発を行うとともに，生涯の各ライフステージに応じた，心身
の健康に関する相談・指導を進め，関係機関等との連携を
図る。

（２）保健・医療体制の充実

検診受診状況やニーズを分析した上で効果的な施策の展
開を図るとともに，地域の医療水準を維持し，女性医師及
び女性医療技術員の確保に努め，女性専門外来の再開に
取り組む。

２　女性の健康づくりの
推進

（１）妊娠・出産期における
女性の健康支援

妊娠初期からのこころとからだの相談及び健康支援などを
行い，安心して妊娠・出産ができるような体制づくりに努め
る。

４　家庭や地域における
男女共同参画の促進

目
標
３
　
生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康

支
援

１　男女の健康の保持・
増進

１　政策・方針決定過程
への女性の参画の拡大

２　男女の家庭生活と他
の活動との両立支援

３　就労等の場における
男女共同参画の促進

目
標
２
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進
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３ 平成２４年度主要事業実施状況 

 

平成２４年度主要事業の実施状況は，１０ページ以降の主要事業一覧のとおり，当該事

業そのものの成果と男女共同参画の施策の推進に対する効果に分けて整理しました。 

 

【評価の方法】 

１ 事業の成果（評価１） 

  ※各課における所管事業として，どの程度目標を達成したか，各事業の成果を次のと

おり４段階「Ａ～Ｄ」で評価 

Ａ～成果が大きい Ｂ～成果がやや大きい Ｃ～成果がやや小さい Ｄ～成果が小さい   

 

２ 男女共同参画の施策の推進に対する効果（評価２） 

※男女共同参画基本計画の「施策の方向性」の推進に対する効果の程度に応じて，次

のとおり５段階「Ａ～E」で評価 

 Ａ～効果が大きい Ｂ～効果がやや大きい Ｃ～効果がやや小さい Ｄ～効果が小さい  

 Ｅ～対象外（主要事業から除外する）  

 

３ 事業費は，予算事業から事業費全体の額と，そこから男女共同参画推進に係る「施策

の方向性」に沿った男女共同参画関連事業費を抜き出して整理しています。 

 

４ 事業費が０となっているものの中には，庁内外への働き掛けなど，事業を推進してい

るが予算を伴わないものも含まれています。 

  また，事業費が｢－｣となっているものは，事業費全体の中から男女共同参画関連事業

費を特定することが困難なものです。 

 

５ 「（２）主要事業実施状況」では，評価結果（評価２）を次年度以降の事業に反映させ

るため，調査票に「評価理由と課題」「課題解決に向けた取組」の欄を設けています。 
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目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

1 男女共同参画出前講座の実施 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

2
男女共同参画講演会の実施
（H25年：男女共同参画講習会の実施）

政策調整課
823

(565)
655
(57)

A A

3
男女共同参画リレー講座の実施
（H25年：男女共同参画講習会の実施）

政策調整課
823
(5)

655
(57)

A B

4 男女共同参画塾inきゃんぱすの実施 政策調整課
823
(3)

655
(0)

A A

5 男女共同参画情報誌の発行 政策調整課
823
(0)

655
(0)

A A

6 市民広報誌の活用
政策調整課
広報広聴課

823
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

655
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

A A

7 パネル展の開催 政策調整課
823
(0)

655
(100)

A A

8 男女共同参画作品 政策調整課
823
(9)

655
(14)

B A

9 ITを活用した啓発情報発信 政策調整課
823
(0)

655
(0)

B B

10 視聴覚情報資料室の提供 政策調整課
823
(0)

655
(0)

D C

11 国及び地方自治体発行の刊行物の収集 政策調整課
823
(0)

655
(0)

C C

再
9

ITを活用した啓発情報発信【再掲】 政策調整課
823
(0)

655
(0)

B B

12 旭川市男女共同参画審議会の開催 政策調整課
823

(139)
655

(278)
A A

13 旭川市男女共同参画推進本部会議の開催 政策調整課
823
(0)

655
(0)

A A

14
子ども・女性支援ネットワーク
事業での支援の実施（児童家庭相談事業）

子育て相談課
25,325

(0)
18,884

(0)
A A

15 母子家庭相談の実施（児童家庭相談事業） 子育て相談課
25,325

(0)
18,884

(0)
A A

16 女性相談の実施 子育て相談課
6,412
(0)

6,717
(0)

A A

（１）　平成２４年度主要事業一覧

                                                                                                                                                                           　　　   ※単位：千円
　                                                                                                                                                                           　　　　　男女共同参画関連事業費は（　）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
　
男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
と
人
権
の
尊
重

1
　
男
女
共
同
参
画
の
啓
発

（1）男女共同参画の広
報・啓発活動の推進

（2）男女共同参画の推
進に関する調査研究・
情報の収集・提供

（3）女性にかかわる各
相談窓口体制の充実と
連携
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目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

17 男女共同参画苦情処理委員の設置 政策調整課
823
(0)

655
(81)

C B

18 人権教育 教育指導課
0

（0）
0

（0）
B B

19 性に関する指導 教育指導課
612
（0）

556
（0）

A A

20 個性を重視した進路指導 教育指導課
0

（0）
0

（0）
B B

21 中学校における「技術・家庭」の男女共修 教育指導課
612
（0）

556
（0）

A A

22 情報教育 教育指導課
612
（0）

556
（0）

A A

23 教職員研修会 学務課
612
（4）

556
(4)

A A

24 学習機会の提供(女性大学等） 公民館事業課
2,263
(218)

2,261
(238)

A A

再
1

男女共同参画出前講座の実施【再掲】 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

25 市の主催事業における託児制度の充実 各課 － － A A

26 学習機会の提供 公民館事業課
2,263
(648)

2,261
(526)

A A

27 百寿大学の実施 公民館事業課
4,603

(1,839)
5,032

(1,825)
A A

28
旭川市生涯学習ポータルサイト・まなびネットあさひかわに
よる情報発信

社会教育課
1,816

(1,134)
2,090

(1,313)
B B

再
1

男女共同参画出前講座の実施【再掲】 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

再
6

市民広報誌の活用【再掲】
政策調整課
広報広聴課

823
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

655
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

A A

再
9

ITを活用した啓発情報発信【再掲】 政策調整課
823
(0)

655
(0)

A A

再
14

子ども・女性支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
事業での支援の実施（児童家庭相談事業）　【再掲】

子育て相談課
25,325

(0)
18,884

(0)
A A

再
16

女性相談の実施　　【再掲】 子育て相談課
6,412
(0)

6,717
(0)

A A

 
 
 
 
 
 
3
　
男
女
の
人
権
尊
重
と
平
等
意
識
の
浸
透

（1）女性に対する暴力
根絶についての認識の
浸透

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
　
男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
と
人
権
の
尊
重

1
　
男
女
共
同
参
画
の
啓
発

（3）女性にかかわる各
相談窓口体制の充実と
連携

2
　
男
女
平
等
の
視
点
に
立

っ
た
教
育
の
推
進

（1）男女平等の視点に
立った学校教育の推進

（2）男女平等の視点に
立った生涯学習の推進
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目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

再
14

子ども・女性支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
事業での支援の実施（児童家庭相談事業）　【再掲】

子育て相談課
25,325

(0)
18,884

(0)
A A

再
16

女性相談の実施　　【再掲】 子育て相談課
6,412
(0)

6,717
(0)

A A

29 民間ｼｪﾙﾀｰ(緊急一時保護施設)運営事業補助の実施 子育て相談課
600

(600)
800

(800)
A A

30 ＤＶ防止基本計画の推進
政策調整課
子育て相談課

823
(0)

政策調整課

6,412
(0)

子育て相談課

655
(0)

政策調整課

6,717
(0)

子育て相談課

A A

（3）メディア等における
男女の人権への配慮

31 ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの活用
政策調整課
広報広聴課

823
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

655
(0)

政策調整課

0
(0)

広報広聴課

A A

32 附属機関への女性の登用促進 各課 － － A A

33 私的諮問機関への女性の登用促進 各課 － － B B

34 職場環境づくり 人事課
5,747
(0)

7,613
(0)

B B

35 職員研修 人事課
1,077
(0)

1,305
(0)

A A

36 女性職員の管理職への登用 人事課
5,747
(0)

7,613
(0)

A A

37 保育内容の充実 こども育成課
0

(0)
0

(0)
A A

38 保育施設の整備 こども育成課

338,796
(338,796)
（一部は

H25へ繰り
越し）

256,917
(256,917)

A A

39 乳児保育の促進 こども育成課

131,702
(131,702)
(NO.38に
計上分一
部再掲)

94,151
(94,151)
(NO.38に
計上分再

掲)

A A

40 へき地・季節保育所及び通年保育園の運営 こども育成課
421,569

(421,569)
421,592

(421,592)
A A

41 子育て短期支援事業の実施 子育て相談課
951

(951)
1,094

(1,094)
A A

42 延長保育事業の充実 こども育成課

127,535
（127,535）

公立
10,896
私立

116,639

135,764
（135,764）

公立
12,208
私立

123,556

A A

 
 
 
 
 
 
3
　
男
女
の
人
権
尊
重
と
平
等
意
識
の
浸
透

（2）配偶者等からの暴
力被害者の支援

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

1
　
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大

（1）市の附属機関等へ
の女性の参画の促進

（2）市の女性職員の登
用の促進と職員研修の
充実

2
　
男
女
の
家
庭
生
活
と
他
の
活
動
と
の
両
立
支
援

（1）子育て支援体制の
充実

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
　
男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り
と
人
権
の
尊
重

12



目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

43 夜間保育の充実 こども育成課

2,577
(2,577)

(NO.42に
計上分一
部再掲)

2,577
(2,577)

(NO.42に
計上分一
部再掲)

A A

44 病後児保育事業の充実 こども育成課

12,336
（12,336）
公立5,901
私立6,435

12,597
（12,597）
公立6,277
私立6,320

A A

45 特別支援保育事業の充実 こども育成課
81,123

(81,123)
87,639

(87,639)
A A

46 休日保育事業の充実 こども育成課
2,852

(2,852)
3,402

(3,402)
A A

47 一時預かり事業の充実 こども育成課

38,620
（38,620）

公立
6,227
私立

32,393

39,595
（39,595）

公立
5,648
私立

33,947

A A

48 保育体制の充実 こども育成課
199,140

(199,140)
199,140

(199,140)
A A

49 保育指導の充実 こども育成課
0

(0)
0

(0)
A A

50 保育所開放の促進 こども育成課
0

(0)
0

(0)
A A

51 あそびの広場の促進 こども育成課
0

(0)
0

(0)
A A

52 認可外保育所への支援 こども育成課
35,521

(30,497)
40,455

(33,658)
A A

53 事業所内保育所への支援 こども育成課
35,521
(5,024)

40,455
(6,797)

A A

54 ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業の実施 子育て相談課
14,027
(8,908)

14,139
(8,215)

A A

55 こども緊急さぽねっと事業の実施 子育て相談課
14,027
(5,119)

14,139
(5,924)

A A

56
地域子育て支援拠点事業
「センター型」の実施

子育て支援課
42,643

(39,087)
48,197

(39,087)
A A

57
地域子育て支援拠点事業
「ひろば型」の実施

子育て支援課
42,643
(3,556)

48,197
(9,110)

A A

58 子育て交流活動推進事業の実施 子育て支援課
3,900

(2,829)
3,236

(3,150)
A A

59 私立幼稚園預かり保育の充実 こども育成課
26,027

(26,027)
27,957

(27,957)
A A

60 留守家庭児童会の充実 こども育成課
227,434

(227,434)
250,369

(250,369)
A A

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

2
　
男
女
の
家
庭
生
活
と
他
の
活
動
と
の
両
立
支
援

（1）子育て支援体制の
充実

13



目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

61 育児休業制度についての理解促進
人事課
経済総務課

5,747
(0)

人事課

0
(0)

経済総務
課

7,613
(0)

人事課

0
(0)

経済総務課

B B

62 母子福祉資金等貸付事業の実施 子育て相談課
118,804

(0)
123,840

(0)
A A

再
15

母子家庭相談の実施(児童家庭相談事業)【再掲】 子育て相談課
25,325

(0)
18,884

(0)
A A

再
16

女性相談の実施　　【再掲】 子育て相談課
6,412
(0)

6,717
(0)

A A

63 母子家庭等日常生活支援事業の実施 子育て相談課
73,385

(0)
58,635

(0)
A A

64 母子生活支援施設への入所の実施 子育て相談課
79,149

(0)
87,856

(0)
A A

65 母子家庭等自立支援給付金事業の実施 子育て相談課
73,385

(0)
58,635

(0)
A A

66 ひとり親家庭等医療費助成 子育て支援課
228,787

(228,787)
229,944

(229,944)
A A

67 職業相談 経済総務課
4,926

(4,926)
3,964

(3,964)
A A

68 情報提供等(旭川市労働基本調査報告書の発行) 経済総務課 －
500

(500)
－ －

69 「旭川労政だより」の発行 経済総務課
0

(0)
0

(0)
A A

70 IT活用による情報提供
政策調整課
経済総務課

823
(0)

政策調整課

0
(0)

経済総務課

655
(0)

政策調整課

0
(0)

経済総務課

A B

71 中小企業振興資金融資事業（労働環境整備資金） 経済総務課

36,058
(うち，企
業の育児
休業制度
の導入等
に関する
ものは0)

80,772
(80,772)

B B

72 社会的な貢献度を評価する入札契約制度 契約課
0

(0)
0

(0)
B B

73 相談体制の整備 人事課
5,747
(0)

7,613
(0)

B B

再
16

女性相談の実施　　【再掲】 子育て相談課
6,412
(0)

6,717
(0)

A A

再
1

男女共同参画出前講座の実施【再掲】 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

 
 
 
 
 
 
 
3
　
就
労
等
の
場
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

（1）就労の場における
雇用機会と待遇の確保

（2）農業・商工自営業等
従事者の労働環境の整
備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

2
　
男
女
の
家
庭
生
活
と
他
の
活
動
と
の
両
立
支
援

（1）子育て支援体制の
充実

（2）ひとり親家庭が安心
して暮らせる環境の整
備

14



目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

74
旭川農村婦人大学の開催
※市自主事業としては，平成２４年度で終了し，今後は農
業婦人による自立的活動に発展する。

農政課
1,955
(112)

A A

75 農村女性ﾈｯﾄﾜｰｸかがやき活動支援 農政課
1,955
(15)

2,034
(98)

B B

再
65

母子家庭等自立支援給付金事業の実施【再掲】 子育て相談課
73,385

(0)
58,635

(0)
A A

再
67

職業相談【再掲】 経済総務課
4,926

(4,926)
3,964

(3,964)
A A

再
69

「旭川労政だより」の発行【再掲】 経済総務課
0

(0)
0

(0)
A A

再
1

男女共同参画出前講座の実施【再掲】 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

再
2

男女共同参画シンポジウムの実施【再掲】
（H25年：男女共同参画講習会の実施）

政策調整課
823

(565)
655
(57)

A A

76 男女共同参画推進団体情報交換会の実施 政策調整課
823
(0)

655
(0)

A B

77 ときわ市民ホールの利用支援 市民活動課
81,542

(81,542)
76,386

(76,386)
B B

再
1

男女共同参画出前講座の実施【再掲】 政策調整課
823
(21)

655
(40)

A A

78 介護休業制度についての理解促進
人事課
経済総務課

5,747
(0)

人事課

0
(0)

経済総務
課

7,613
(0)

人事課

0
(0)

経済総務課

C C

79 ｴｲｽﾞ予防対策事業の充実 健康推進課
1,462

(1,462)
1,640

(1,640)
A A

80 健康相談の実施(地域保健第1,第2係) 保健指導課
3,394

(3,394）
3,587

(3,587)
A A

81 健康相談の実施(母子保健係分) 子育て相談課
24,620
(3,553)

25,802
(2,334)

A A

82 健康教育の開催 保健指導課
2,364

(2,364)
2,593

(2,593)
A A

83 食生活改善地区組織活動の実施 保健指導課
1,005

(1,005)
1,032

(1,032)
A A

84 栄養改善推進事業の実施 保健指導課
2,400

(2,400)
2,656

(2,656)
A A

85 食育推進事業の実施 保健指導課
944

(994)
996

(996)
A A

3
　
生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

 
 
 
 
 
 
1
　
男
女
の
健
康
の
保
持
・
増
進

（1）性及び生殖に関す
る個人の意思の尊重に
ついての意識啓発と健
康管理の推進

 
 
 
 
 
 
 
3
　
就
労
等
の
場
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

（2）農業・商工自営業等
従事者の労働環境の整
備

（3）就労機会等の拡大

4
　
家
庭
や
地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

（1）家庭や地域におけ
る活動等の促進

（2）介護の場面におけ
る固定的役割分担意識
の解消

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

15



目標 基本的方向 施策の方向性 No. 事業名 所管課
H24年
決算

H25年
予算

評価１ 評価２

86 がん検診事業 健康推進課
287,681

(287,681)
306,268

(306,268)
A A

87 赤ちゃん訪問の実施 子育て相談課
13,562

(13,562)
15,591

(15,591)
A A

88 旭川市総合体育館スポーツ教室の実施 スポーツ課 - - B B

89
子宮頸がん予防ワクチン接種助成事業
※H24年度で事業終了

健康推進課
50,961

(50,961)
A A

90 通所型介護予防事業費 介護高齢課
36,036

（36,036）
55,640

（55,640） A A

91 介護予防普及事業費 介護高齢課
47,075

（47,075）
49,102

（49,102） A A

92 国民健康保険特定健診事業 国民健康保険課
115,736

（115,736）
147,895

（147,895） C A

93 女性の医師・医療技術者の確保 市立病院
0

(0)
0

(0)
A B

94 女性専門外来の充実 市立病院
0

(0)
2,340

(2,340)
C C

95 母子健康手帳の配布の実施 子育て相談課
182,128
(322)

201,378
(374)

A A

96 妊婦健康診査の実施 子育て相談課
182,128

(181,627)
201,378

(201,004)
A A

再
87

赤ちゃん訪問の実施【再掲】 子育て相談課
13,562

(13,562)
15,591

(15,591)
A A

97
親学入門講座の実施
※H24年度で事業廃止

子育て相談課
182,128
(180)

C C

98 健康相談の実施（窓口・電話相談） 子育て相談課
24,620
(3,553)

25,802
(2,334)

A A

99 妊娠中毒症等療養援護費の支給 子育て支援課
142,814

(0)
116,976

(26)
A A

100 不妊相談の実施 子育て相談課
35,053
(82)

31,891
(99)

A A

101 特定不妊治療費助成の実施 子育て相談課
35,053

(29,728)
31,891

(31,792)
A A

3
　
生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

 
 
 
 
 
 
1
　
男
女
の
健
康
の
保
持
・
増
進

（1）性及び生殖に関す
る個人の意思の尊重に
ついての意識啓発と健
康管理の推進

（2）保健・医療体制の充
実

2
　
女
性
の
健
康
づ
く
り
の
推
進

（1）妊娠・出産期におけ
る女性の健康支援

16



（２）平成２４年度主要事業実施状況

目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向1　男女共同参画の啓発
施策の方向性(1)　男女共同参画の広報・啓発活動の推進

1-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

1
男女共同参画
出前講座の実
施

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を派遣
することによって，よ
り身近に男女共同参画
について学ぶ機会を提
供し，意識啓発を図る
ことができた。引き続
き，啓発機会の提供を
行うとともに，若い世
代に対し啓発を推進す
る必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

2
男女共同参画
講演会の実施

政策調整課

男女共同参画に関する意識
啓発を図るため，市民活動
団体とも連携し，講演会を
開催する。

平成25年1月19日
（土）
旭川市大雪クリスタル
ホール「大会議室」
講演会テーマ：「女（ひ
と）と男（ひと），思い
やりの心で」
講師：増岡　弘氏
参加者：128名

823
（565）

A A

テレビアニメ「サザエ
さん」でマスオさん役
の人気声優である増岡
氏が自身の体験談や参
加者との交流を交え，
男女共同参画社会実現
に必要な「心づかい」
「言葉」の大切さにつ
いて講演した。また，
男女共同参画推進団体
との連携により取組を
進めることができた。
今後は，男女共同参社
会への関心が低い市民
にも学ぶ機会を提供す
る必要がある。

これまでの事業実績を踏
まえ，男女共同参画への
関心が高い市民のみなら
ず，市内団体等を対象に
した講習会を実施する。

655
（57）

男女共同参画社会の実
現へ向け，職場環境の
整備，理想的な家事分
担等について理解を
得，市内に広めていく
ことを図る。

3
男女共同参画
リレー講座の
実施

政策調整課

男女共同参画に関する意識
啓発を図るため，一般市民
を対象にした5回程度の講
座を開催する。

場所：ときわ市民ホール
1平成24年7月25日
　参加者：19名
場所：ＨＩ・ＲＯ・ＢＡ
2平成25年2月22日
　参加者：7名

823
（5）

A B

各講師がそれぞれの立
場や経験，専門的見地
から，具体的でわかり
やすい内容であったこ
とから，受講者へ男女
共同参画社会実現の必
要性を伝えるととも
に，世代間の「男女共
同参画」に対する考え
方やより良い社会実現
へ向けての意見交換を
行うことができた。

これまでの事業実績を踏
まえ，興味を持つ者のみ
ならず，市内団体等を対
象に講習会を実施する。

655
（57）

男女共同参画社会の実
現へ向け，職場環境の
整備，理想的な家事分
担等について理解を
得，市内に広めていく
ことを図る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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1-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

4
男女共同参画
塾inきゃんぱ
すの実施

政策調整課
大学生を対象に，男女共同
参画の講義やワークショッ
プ等を実施する。

北海道教育大学旭川校
演題：男女共同参画社会
の実現に向けて
参加者：274名

823
（3）

A A

今後社会で活躍する大
学生を対象に，男女共
同参画についての知識
と見識を深めることが
できた。

継続実施
655
（0）

他の大学へも働き掛
け，実施対象を広げ
る。

5
男女共同参画
情報誌の発行

政策調整課

男女共同参画に関する意識
啓発を図るため，情報誌
「ハーモニー」を年2回程
度発行し，政策調整課の
ホームページに掲載する。

男女共同参画担当で行う
事業や市内で活動する男
女共同参画推進団体の紹
介記事等を掲載。
第3号：平成24年9月
第4号：平成25年3月
の年2回発行

823
（0）

A A

市内で男女共同参画に
積極的に取り組んでい
る団体や，そこで活動
している女性の紹介等
を行い市民への啓発を
図ることができた。ま
た，市民がより一層男
女共同参画への理解を
深めることができる取
組を進める必要があ
る。

継続実施
655
（0）

男女共同参画に係る事
業内容の紹介や男女共
同参画推進団体の活動
の取組を紹介できるよ
う情報発信に努める。

6
市民広報誌の
活用

政策調整課
広報広聴課

市民広報に積極的に男女共
同参画関連記事を掲載し，
広く市民へ情報を発信す
る。

「こうほう旭川市民」に
男女共同参画講演会の開
催案内や，男女共同参画
に関係する記事を掲載し
た

823
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

A A

市民広報を活用して，
多くの市民に男女共同
参画への理解を広める
ことができた。今後も
より多くの市民への啓
発と理解が図られるよ
う，取組を進める必要
がある。

継続実施

655
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

市民広報への記事掲載
により，多くの市民に
男女共同参画に対する
理解を広める。

7
パネル展の開
催

政策調整課
「男女共同参画週間」
(6/23～29)に合わせてパ
ネル展を開催する。

6月15日～29日までの
2週間　総合庁舎1階と
フィール旭川7階展示・
交流スペースの2会場で
パネル展示を行った。

823
（0）

A A

より多くの市民に男女
共同参画への理解を広
めていくことが必要で
ある。

継続実施
655

（100）

パネル以外の情報媒体
により，多くの市民に
男女共同参画に対する
啓発を実施する。
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1-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

8
男女共同参画
作品

政策調整課

広く「男女共同参画作品」
を募集し，男女共同参画に
対する市民の理解を促進す
る。

「男だから，女だから」
といった固定的な考え方
にとらわれることなく，
互いをいたわりあう優し
い心，家事・育児参加な
ど，身近に感じられる男
女共参画に関する写真を
募集した。
平成24年11月1日
（木）から平成25年1
月10日（木）まで募集
応募総数：11点

823
（9）

B A

普段の暮らしの中での
男女共同参画を写真で
表現することで，男性
の家事・育児の意義に
ついての理解促進に向
けた効果があった。ま
た，男女共同参画講演
会において表彰式を行
い相乗効果もあった。

継続実施
655

（14）

男女共同参画社会の実
現へ向け，職場環境の
整備，理想的な家事分
担等について理解を
得，市内に広めていく
ことを図る。

9
ITを活用した
啓発情報発信

政策調整課

政策調整課のホームページ
に積極的に男女共同参画関
連記事を掲載し，広く市民
へ情報を発信する。

出前講座や講演会，審議
会の情報などの記事を掲
載した。

823
（0） B B

男女共同参画の取組を
周知するためにも，情
報をより分かりやすい
形で発信する必要があ
る。

継続実施
655
（0）

ホームページなどの情
報媒体を効率的に活用
した情報発信の手法を
検討し，多くの市民に
周知を図る。
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向1　男女共同参画の啓発
施策の方向性(2)　男女共同参画の推進に関する調査研究・情報の収集・提供

1-1-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

10
視聴覚情報資
料室の提供

政策調整課

ときわ市民ホール内の視聴
覚情報資料室において図
書，ビデオ等の貸出を行
う。

ときわ市民ホール内の
視聴覚情報資料室にお
いて図書，ビデオ等の
貸出を行う。

823
（0）

D C

利用者が少ないことか
らPRの強化を図ると
ともに，視聴覚情報資
料室のあり方を検討す
る必要がある。

継続実施
655
（0）

情報資料室のあり方な
どを所管課（市民活動
課）と協議・検討を行
う。

11
国及び地方自
治体発行の刊
行物の収集

政策調整課

国及び地方自治体発行の刊
行物等を収集し，本市の男
女共同参画推進事業の充実
に役立てる。

国及び地方自治体等発
行の刊行物を収集し，
本市の男女共同参画推
進事業の参考資料とし
た。

823
（0）

C C

収集した資料を有効に
活用するとともに，市
民に周知・提供する必
要がある。

継続実施
655
（0）

男女共同参画に関する
幅広い視点からの専門
的意見を本市の施策に
反映，また，庁内研修
に活用するため，引き
続き，調査・審議を行
う。

再
9

ITを活用した
啓発情報発信
【再掲】

政策調整課

政策調整課のホームページ
に積極的に男女共同参画関
連記事を掲載し，広く市民
へ情報を発信する。

出前講座や講演会，審
議会の情報などの記事
を掲載した。

823
（0）

B B

男女共同参画の取組を
周知するためにも，情
報をより分かりやすい
形で発信する必要があ
る。

継続実施
655
（0）

ホームページなどの情
報媒体を効率的に活用
した情報発信の手法を
検討し，多くの市民に
周知を図る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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1-1-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

12
旭川市男女共
同参画審議会
の開催

政策調整課

条例に基づき審議会を設置
し，男女共同参画に関する
基本的事項を調査審議す
る。

「あさひかわ男女共同
参画基本計画」に基づ
く個別事業の進行管
理・次年度の取組につ
いて審議した（2回開
催）

823
（139） A A

審議会からの意見・提
案等を踏まえ，男女共
同参画の各種施策の推
進を図ることができ
た。

継続実施
655

（278）

会議の活性化を図りな
がら，男女共同参画に
関する施策を推進する
ため，引き続き，調
査・審議を行う。

13
旭川市男女共
同参画推進本
部会議の開催

政策調整課

男女共同参画を総合的かつ
効果的に推進するため，旭
川市男女共同参画推進本部
会議，幹事会を開催する。

男女共同参画推進本部
会議（1回開催）
男女共同参画推進本部
幹事会（1回開催）

823
（0）

A A

会議の活性化を図るた
め，関係部局からなる
構成員からの意見を踏
まえ，効果的な事業展
開について検討を行っ
た。

継続実施
655
（0）

会議の活性化を図ると
ともに，全庁的に男女
共同参画に関する施策
を全庁的に取り組む。
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向1　男女共同参画の啓発
施策の方向性(3)　女性にかかわる各相談窓口体制の充実と連携

1-1-(3)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

14

子ども・女性
支援ネット
ワーク事業で
の支援の実施
（児童家庭相
談事業）

子育て相談課

児童虐待や配偶者等からの
暴力防止及び問題の対処の
ため，関係機関団体が連携
し，実務者会議，ケース検
討会，児童虐待防止対応研
修会等を実施する。

実務者会議　　  2回
ケース検討会　15回
関係者会議　　49回
家庭訪問　　 226回

25,325
（0）

A A

問題のあるケースに対
し，適切な対応が図ら
れた。
今後は，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題である。

継続実施
18,884
（0）

関係機関と連絡を密に
して，問題のあるケー
スに関わる。

15

母子家庭相談
の実施（児童
家庭相談事
業）

子育て相談課
母子家庭が抱える諸問題解
決と自立支援のために，母
子家庭相談を実施する。

相談件数　3,271件
25,325
（0）

Ａ Ａ

母子家庭の相談を受け
ることで，悩みを解決
してきた。
今後は，自立支援の対
応強化が必要となる。

継続実施
18,884
（0）

母子家庭の自立を促進
するため，相談のなか
で母親のニーズを聞き
ながら，自立支援制度
を紹介していく。

16
女性相談の実
施

子育て相談課
ＤＶを含む女性が抱える諸
問題の予防と解決のため
に，女性相談を実施する。

相談件数　1,091件
6,412
（0）

A A

個々のケースに対し，
ケースの状況を考慮し
た適切な対応が図られ
た。
今後も，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題となる。

継続実施
6,717
（0）

関係機関と連絡を強化
し，問題のあるケース
に対応する。

17
男女共同参画
苦情処理委員
の設置

政策調整課

男女共同参画に係る市の施
策に対する苦情，男女共同
参画を阻害するものに対す
る苦情申立を受けるため
に，苦情処理委員を設置す
る。

苦情申立なし
823
（0）

C B

苦情申立はなかった
が，法及び条例で設置
を定めており，市民の
権利保障制度として継
続が必要である。

継続実施
655

（81）

ホームページ等の広報
媒体を活用し，市民へ
の制度周知を図る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向2　男女平等の視点に立った教育・学習の推進
施策の方向性(1)　男女平等の視点に立った学校教育の推進

1-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

18 人権教育 教育指導課
各学校における教育計画に
基づいて人権教育を実施す
る。

各学校における教育計画
に基づいて人権教育を実
施した。

0
（0）

Ｂ Ｂ

児童生徒一人一人に，
人間尊重の精神と生命
に対する畏敬の念を培
うためには，発達の段
階に応じた人権教育を
計画的に実施すること
が大切であり，今後も
継続して取り組む必要
がある。

継続実施 0
（0）

学校訪問や各種研修の
講座内容を工夫するな
ど， 各学校における人
権教育の充実に努め
る。

19
性に関する指
導

教育指導課

各学校における教育計画に
基づいて性に関する指導の
実施や，各種研修会におけ
る研究協議を実施する。

指導資料「学校における
性に関する指導の充実に
向けて」を活用し，各学
校における教育計画に基
いて指導を実施した。

612
（0）

Ａ Ａ

各学校において，道徳
の時間や保健体育等の
学習を通じて，指導の
充実が図られている。
今後も継続して，発達
段階に応じた性に関す
る指導の充実に努める
必要がある。

継続実施
556
（0）

指導資料を活用するな
ど， 各学校における性
に関する指導の充実に
努める。

20
個性を重視し
た進路指導

教育指導課

各学校における教育計画に
基づいて進路指導の実施や
職業調べ及び職場体験等を
実施する。

各学校における教育計画
に基づいて進路指導や職
業調べ及び職場体験等を
実施した。

0
（0）

Ｂ Ｂ

各学校の実情を踏まえ
て取組が進められてい
るが，今後，関係機関
との連携のもと，職場
体験の場を確保するた
めの体制を整備する必
要がある。

継続実施 0
（0）

児童生徒が将来におい
て社会的に自己実現が
できるような資質や態
度を育てるために， 発
達の段階に応じた進路
指導の充実に努める。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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1-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

21

中学校におけ
る「技術・家
庭」の男女共
修

教育指導課

旭川市中学校教育課程改善
協議会を実施し，技術・家
庭部会における協議充実を
図り，各学校へ情報提供す
る。

旭川市中学校教育課程改
善協議会を実施した。

612
（0）

Ａ Ａ

各中学校において，技
術･家庭科の学習を通
して，男女が協力して
生活することの重要性
や家族観などについ
て，指導の充実が図ら
れている。今後も継続
して，健全な考え方を
育成する指導の充実に
努める必要がある。

継続実施
556
（0）

旭川市中学校教育課程
改善協議会の技術・家
庭部会への協議の充実
を図るとともに， 各学
校への情報提供に努め
る。

22 情報教育 教育指導課

情報を主体的に選択・活用
し，読み解いていく能力を
高めるため，情報教育の実
態調査と10年経験者研修
における情報教育研修を実
施する。

情報教育の実態調査を継
続するとともに，10年
経験者研修における情報
教育研修を実施した。

612
（0）

Ａ Ａ

各学校の各教科等の学
習活動において，イン
ターネットの活用が積
極的に図られている。
今後も継続して，イン
ターネットによる情報
を主体的に選択・活用
し，読み解いていく能
力を育てる指導の充実
に努める必要がある。

継続実施
556
（0）

児童生徒の実態や今日
的な課題を踏まえ，情
報を主体的に選択・活
用し，読み解いていく
能力や情報モラルの育
成に努める。

23 教職員研修会 学務課

人権や男女共同参画に関す
る理解促進のため，初任者
研修・10年経験者研修に
おいて男女共同参画研修を
実施する。

初任者研修対象者や10
年経験者研修対象者だけ
でなく市内全小中学校の
教職員を対象として平成
24年9月10日に男女共
同参画研修を実施した。
【参加者人数】34名

612
（4）

A A

学校教育における男女
平等や人権尊重につい
て理解を深める学習の
指導力向上が図られ
た。今後は研修受講者
が所属する学校内で他
の教職員にも学んだ成
果を広く周知して幅広
く関心を持ってもらう
取組が必要である。

10年経験者研修対象者
全員に，人権や男女共同
参画に関する理解を促進
するための研修講座を設
ける。

556
（4）

幅広く教職員に関心を
持ってもらい，一人で
も多くの教職員が人権
や男女共同参画に関す
る理解を深めることが
できるよう，研修内容
の周知方法の検討や研
修運営の在り方等を検
討・改善していく。
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向2　男女平等の視点に立った教育・学習の推進
施策の方向性(2)　男女平等の視点に立った生涯学習の推進

1-2-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

24
学習機会の提
供(女性大学
等）

公民館事業課

年間カリキュラムの中に，
積極的に男女共同参画につ
いての理解を深める内容を
取り入れた，女性大学・市
民講座を開催する。

女性大学，市民講座等の
13講座を実施。
延べ参加者数：3,788
人

2,263
（218）

Ａ Ａ

男女共同参画につい
て，相互理解を深める
内容の講座を開催し
た。男女の共同参画へ
の共通理解が得られ
た。

年間カリキュラムの中
に，男女共同参画につい
ての理解を深める内容を
積極的に組み込んでい
く。

2,261
（238）

多くの市民に受講して
もらえるよう，内容の
充実した講座を実施し
ていく。

再
1

男女共同参画
出前講座の実
施【再掲】

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を派遣
することによって，よ
り身近に男女共同参画
について学ぶ機会を提
供し，意識啓発を図る
ことができた。引き続
き，啓発機会の提供を
行うとともに，若い世
代に対し啓発を推進す
る必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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1-2-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

男女共同参画推進講演会
で託児を実施した。
（政策調整課）

託児を行うことで講演
会に安心して参加でき
る環境づくりを実現す
ることができた。
（政策調整課）

食を育む料理教室の「ぱ
くぱく！こどもごはん」
において，託児を実施し
た。
実施回数3回・延参加者
数54人・託児人数50人
（保健指導課）

教室参加者のほとんど
が託児を利用してお
り，託児を設定するこ
とで教室に参加しやす
い環境づくりができ
た。（保健指導課）

ぱくぱく！こどもごはん
年3回で託児を実施す
る。
（保健指導課）

家庭教育講座で託児を実
施した。（社会教育課）

託児を行うことで，子
育て期の男女が講座に
参加しやすい環境づく
りができた。
（社会教育課）

家庭教育講座で託児を実
施する。（社会教育課）

大雪クリスタルホール自
主文化事業5公演で託児
を受付し，うち託児の申
込みのあった4公演で延
べ10人の託児を実施し
た。（保育士延べ6人で
対応）
（大雪クリスタルホール）

大雪クリスタルホール
自主文化事業の5公演
すべてで託児を実施し
たことにより，育児中
の母親が安心してコン
サートを鑑賞すること
ができた。
（大雪クリスタルホール）

大雪クリスタルホール5
公演で託児を実施する。
（大雪クリスタルホール）

ほのぼの子育て教室，親
と子のふれあい講座等の
8講座で，託児制度を活
用した。延べ参加人数：

453人
（公民館事業課）

託児を行うことで，子
育て期の男女が学習に
参加しやすい環境づく
りができた。今後は，
学習内容に，より一層
男女共同参画の視点を
盛り込んでいくことが
必要である。
（公民館事業課）

親と子のふれあい講座等
の講座で，託児制度を活
用する。（公民館事業
課）

25
市の主催事業
における託児
制度の充実

各課
市の主催事業において託児

制度を充実する。
－ Ａ Ａ

引き続き，子どもを持
つ親が安心して事業に
参加できるよう環境整
備に努めるとともに，
男女共同参画に関する
問題を見つめ直す機会

を提供していく。

ー
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1-2-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

26
学習機会の提
供

公民館事業課

親子ふれあい体験学校・親
子ふれあい農業体験・リ
バーウオッチング等を通じ
て，家庭における男女共同
参画への理解を深める機会
を提供する。

親子ふれあい農業体験，
親子陶芸教室等43事業
を実施。
延べ参加者数：2,794
人

2,263
（648）

Ａ Ａ

親等を対象に，男女共
同参画の理念に基づい
た家庭教育に関する学
習の場を提供してき
た。今後は，より広く
市民の関心と理解を深
めていくことが必要で
ある。

家庭における男女共同参
画について理解を深め，
そのために必要なスキル
を身につけるための学習
の場を提供する。

2,261
（526）

親子での体験型学習
等，実践的な講座を通
じて家庭における男女
共同参画の必要性につ
いて，一層理解を深め
る機会を提供する。

27
百寿大学の実
施

公民館事業課

高齢期における男女の生き
がいや仲間づくりを促進す
るため，14公民館で百寿
大学及び公民館事業課でシ
ニア大学（60歳以上の男
女対象）を実施する。

14公民館で百寿大学及
び公民館事業課でシニア
大学を開校
延べ参加者数：27,228
人

4,603
（1,839）

Ａ Ａ

男女とも豊かな高齢期
を過ごせるよう工夫を
凝らした学習機会の提
供ができた。

14地区公民館で百寿大
学及び公民館事業課でシ
ニア大学を実施する。

5,032
（1,825）

高齢期における男女の
生きがいや仲間づくり
の講座を実施し，学習
の成果が指導者やボラ
ンティアなどの人材育
成につながるカリキュ
ラム編成を行う。

28

旭川市生涯学
習ポータルサ
イト・まなび
ネットあさひ
かわによる情
報発信

社会教育課
インターネットにより生涯
学習に役立つ情報を提供す
る。

インターネットによる生
涯学習情報の提供及び掲
載情報の更新
団体・サークル：847
件
講師・指導者：105件
施設等：335件
講座・イベント：随時

1,816
（1,134）

Ｂ Ｂ

システム更改後，講
座・イベント情報が随
時発信されている。ま
た，アクセス件数も増
加している。

インターネットによる生
涯学習情報の提供及び掲
載情報の更新

2,090
（1,313）

市民への周知を図る。
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向3　男女の人権尊重と平等意識の浸透
施策の方向性(1)　女性に対する暴力根絶についての認識の浸透

1-3-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
1

男女共同参画
出前講座の実
施【再掲】

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を派遣
することによって，よ
り身近に男女共同参画
について学ぶ機会を提
供し，意識啓発を図る
ことができた。引き続
き，啓発機会の提供を
行うとともに，若い世
代に対し啓発を推進す
る必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

再
6

市民広報誌の
活用【再掲】

政策調整課
広報広聴課

市民広報に積極的に男女共
同参画関連記事を掲載し，
広く市民へ情報を発信す
る。

「こうほう旭川市民」に
男女共同参画講演会の開
催案内や，男女共同参画
に関係する記事を掲載し
た

823
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

A A

市民広報を活用して，
多くの市民に男女共同
参画への理解を広める
ことができた。今後も
より多くの市民への啓
発と理解が図られるよ
う，取組を進める必要
がある。

継続実施

655
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

市民広報への記事掲載
により，多くの市民に
男女共同参画に対する
理解を広める。

再
9

ITを活用した
啓発情報発信
【再掲】

政策調整課

政策調整課のホームページ
に積極的に男女共同参画関
連記事を掲載し，広く市民
へ情報を発信する。

出前講座や講演会，審議
会の情報などの記事を掲
載した。

823
（0）

A A

市民広報を活用して，
多くの市民に男女共同
参画への理解を広める
ことができた。今後も
より多くの市民への啓
発と理解が図られるよ
う，取組を進める必要
がある。

継続実施
655
（0）

HPなどの情報媒体を
効率的に活用した情報
発信の手法を検討し，
多くの市民に周知を図
る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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1-3-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
14

子ども・女性
支援ﾈｯﾄﾜｰｸ事
業での支援の
実施（児童家
庭相談事業）
【再掲】

子育て相談課

児童虐待や配偶者等からの
暴力防止及び問題の対処の
ため，関係機関団体が連携
し，実務者会議，ケース検
討会，児童虐待防止対応研
修会等を実施する。

実務者会議　 　 2回
ケース検討会　15回
関係者会議　　49回
家庭訪問　 　226回

25,325
（0）

A A

問題のあるケースに対
し，適切な対応が図ら
れた。
今後は，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題である。

継続実施
18,884
（0）

関係機関と連絡を密に
して，問題のあるケー
スに関わる。

再
16

女性相談の実
施【再掲】

子育て相談課
ＤＶを含む女性が抱える諸
問題の予防と解決のため
に，女性相談を実施する。

相談件数　1,091件
6,412
（0）

A A

個々のケースに対し，
ケースの状況を考慮し
た適切な対応が図られ
た。
今後も，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題となる。

継続実施
6,717
（0）

関係機関と連絡を強化
し，問題のあるケース
に対応する。
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向3　男女の人権尊重と平等意識の浸透
施策の方向性(2)　配偶者等からの暴力被害者の支援

1-3-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
14

子ども・女性
支援ﾈｯﾄﾜｰｸ事
業での支援の
実施（児童家
庭相談事業）
【再掲】

子育て相談課

児童虐待や配偶者等からの
暴力防止及び問題の対処の
ため，関係機関団体が連携
し，実務者会議，ケース検
討会，児童虐待防止対応研
修会等を実施する。

実務者会議　 　 2回
ケース検討会　15回
関係者会議　　49回
家庭訪問　 　226回

25,325
（0）

A A

問題のあるケースに対
し，適切な対応が図ら
れた。
今後は，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題である。

継続実施
18,884
（0）

関係機関と連絡を密に
して，問題のあるケー
スに関わる。

再
16

女性相談の実
施【再掲】

子育て相談課
ＤＶを含む女性が抱える諸
問題の予防と解決のため
に，女性相談を実施する。

相談件数　1,091件
6,412
（0）

A A

個々のケースに対し，
ケースの状況を考慮し
た適切な対応が図られ
た。
今後も，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題となる。

継続実施
6,717
（0）

関係機関と連絡を強化
し，問題のあるケース
に対応する。

29

民間ｼｪﾙﾀｰ(緊
急一時保護施
設)運営事業
補助の実施

子育て相談課

市内でシェルターを開設
し，配偶者等による家庭内
暴力から逃れる女性等の一
時保護と相談支援を行って
いる団体に対し，シェル
ター運営事業費のうち施設
確保に要する家賃等の一部
を補助する。

民間シェルターの施設確
保に要する家賃等の一部
を補助した。

600
（600）

A A

民間シェルターで女性
の一時保護を実施し
た。
今後も，民間団体が施
設を維持していくこと
ができるように支援が
必要である。

継続実施
800

（800）

民間団体の収支状況を
勘案しながら，民間
シェルターを維持でき
るように配慮してい
く。

30
ＤＶ防止基本
計画の推進

政策調整課
子育て相談課

「旭川市配偶者等からの暴
力防止及び被害者支援に関
する基本計画（ＤＶ防止基
本計画）」に基づき各施策
を推進する。

子ども・女性支援ﾈｯﾄﾜｰｸ
実務者会議の開催
（6月，11月）

823
（0）

（政策調整課）

6,412
（0）

（子育て相談課）

A A

「旭川市配偶者暴力相
談支援センター」の開
設により，被害者支援
に当たったほか，計画
に基づき，総合的に
DV被害の防止及び被
害者支援の施策を推進
することができた。

継続実施

655
（0）

（政策調整課）

6,717
（0）

（子育て相談課）

今後とも，関係機関等
と連携しながら進めて
いく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標1　男女共同参画の意識づくりと人権の尊重
基本的方向3　男女の人権尊重と平等意識の浸透
施策の方向性(3)　メディア等における男女の人権への配慮

1-3-(3)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

31
ガイドライン
の活用

政策調整課
広報広聴課

「男女共同参画の視点に
立った公的広報のガイドラ
イン」（Ｈ19/3作成）を
活用し，市の発行する広
報・出版物において，性の
商品化や女性蔑視及び固定
的性別役割分担意識に基づ
く表現を使用しないよう配
慮する。

市の発行する広報・出
版物において，性の商
品化や女性蔑視及び固
定的性別役割分担意識
に基づく表現を使用し
ないよう配慮した。

823
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

A A

「こうほう旭川市民」
をはじめ，市民向けに
発行する各種広報・出
版物において，性の商
品化や女性蔑視及び固
定的性別役割分担意識
に基づく表現を使用し
ないよう配慮できた。

継続実施

655
（0）

（政策調整課）

0
（0）

（広報広聴課）

引き続き「こうほう旭
川市民」をはじめ，市
民向けに発行する各種
広報・出版物におい
て，性の商品化や女性
蔑視及び固定的性別役
割分担意識に基づく表
現を使用しないよう配
慮していく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向1　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
施策の方向性(1)　市の附属機関等への女性の参画の促進

2-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

32
附属機関への
女性の登用促
進

各課

附属機関への女性の登用促
進に努めるとともに，女性
委員割合10％未満の機関
の解消を図る。

市の附属機関の女性委
員の割合
H25.4.1現在 34.3%
（46機関）
H24.4.1現在 34.1%
（46機関）

－ Ａ Ａ

委員の任用に当たり，
女性の登用に努め，政
策等の立案・決定への
共同参画を図ることが
できた。
今後も各推薦団体にお
ける女性登用の促進が
必要である。

継続実施 －

推進本部会議等を通
じ，全庁的に女性登用
の促進を図り，社会全
体の中での女性参画の
推進を行う。

33
私的諮問機関
への女性の登
用促進

各課
私的諮問機関への女性の登
用促進に努める。

市の私的諮問機関等の
女性委員の割合
H25.4.1現在 22.0%
（29機関）
H24.4.1現在 30.4%
（20機関）

－ Ｂ Ｂ

関係分野によっては，
大多数が男性であるな
ど女性委員比率の増加
が容易ではない状況も
あるが，今後も女性委
員の増加に努める。

継続実施 －

私的諮問機関の設置に
あたり，女性の登用に
努め政策等の立案・決
定への共同参画を図
る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向1　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
施策の方向性(2)　市の女性職員の登用の促進と職員研修の充実

2-1-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

34
職場環境づく
り

人事課

男女が対等な立場で仕事を
担い合う職場環境づくりに
向け，政策立案部門や事業
実施部門等への女性の配置
にも努めるとともに，職員
の意識啓発に取り組む。

男女が対等な立場で仕
事を担い合う職場環境
づくりに向け，これま
で女性があまり配置さ
れていなかった財政部
門や事業実施部門等へ
の女性の配置に努める
など，職員の意識啓発
に取り組んだ。

5,747
（0）

B B

男女が対等な立場で仕
事を担い合う職場環境
づくりは，個々の職員
の意識によるところが
大きく，人事配置，研
修，女性の登用を通
じ，時間をかけて職員
の意識に浸透させてい
く必要がある。

継続実施
7,613
（0）

引き続き，女性の人事
配置等を通じ，職員の
意識啓発に努める。

35 職員研修 人事課

職員研修の中で，積極的に
男女共同参画の講義を実施
し，職場の意識啓発を図
る。

次の研修の中で男女共
同参画の講義を実施し
た。
・新採用職員研修
・採用3年次研修
・新任係長職研修

1,077
（0）

A A

研修を通じて，男女共
同参画に対する意識は
高まってきているもの
と思われるが，対象や
内容をさらに充実させ
た研修の開催が課題で
ある。

次の研修の中で男女共
同参画の講義を実施す
る。
・新採用職員研修
・採用3年次研修
・新任係長職研修
・新任課長職研修

1,305
（0）

男女共同参画担当部署
と連携し，より高度で
実践的な研修を開催す
る。

36
女性職員の管
理職への登用

人事課
女性の管理職登用に努め
る。

平成24年度定期人事異
動昇任者数
部長職　　　1名
次長職　　　3名
課長職　　　4名
課長補佐職　4名
係長職　 　26名

5,747
（0）

A A

管理職に昇任する女性
職員は増えてきてはい
るものの，40～50歳
代の女性職員数が少な
く，昇任対象者が限定
されている。

継続して女性の管理職
登用に努める。

7,613
（0）

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向2　男女の家庭生活と他の活動との両立支援

施策の方向性(1)　子育て支援体制の充実

2-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

37
保育内容の充
実

こども育成課

市立保育所の果たすべき役
割を明確にし，保育内容の
充実を図る。（公開保育の
実施，育児サークル等の講
師派遣，自主研修報告会の
開催，ヒヤリハット・事故
報告書の作成等）

市立保育所の役割を明確に
し、保育内容の充実を図る。
・公開保育の実施
　12月13日7人参加
・（休日）公開保育の実施
　8月26日10人参加
・育児サークル等への講師の
派遣26回
・自主研修会の開催

0
（0）

A A

旭川市の保育内容の向
上に努めるため重要な
事業であるが，公開保
育の実施についてなか
なか浸透していかない
状況にある。

継続実施
0

（0）

認可保育所等との交流
を図り.，周知に努める
ことで，更なる保育の
充実に繫げていく。

38
保育施設の整
備

こども育成課

保育環境の整備のため，認
可保育所の開設，増築，改
築，改修などの整備を行
う。

次の3か所で増改築等の整備
を実施した。
・末広こまどり保育園増改築
　　（定員60→70）
・東栄保育園増改築
　　（定員80→110）
・旭川宮前保育園増改築
　　（定員60→90）

338,796
（338,796）

（一部はＨ25へ
繰り越し）

A A
増改築により保育環境
の整備及び定員の増加
を図ることができた。

次の3か所で増改築等の
整備を行う。
・旭川ねむのき保育園
増改築
（定員90→100）
・愛豊保育園増改築
（定員60→90）
・旭川あかしあ保育園
増改築
（定員60→80）

256,917
（256,917）

39
乳児保育の促
進

こども育成課
認可保育所を建設し，乳児
の受入を拡大する。

  NO.38の3施設の施設整備
を行い，乳児の定員増（定員
64→105）を図った。

131,702
（131,702）

（NO.38に計上
分一部再掲）

A A
施設整備により，乳児
の受入れ拡大を図るこ
とができた。

上記3か所で増改築等の
整備を行い，乳児の受
入れを拡大（定員53→
101）する。

94,151
（94,151）

(NO.38に計上
分再掲)

40

へき地・季節
保育所及び通
年保育園の運
営

こども育成課

へき地・季節保育所及び通
年制保育園を設置し，保育
を要する幼児その他の児童
の福祉の増進を図る。

指定管理者として(財)旭川保
育協会が施設の管理運営を行
い，各保育所にて福祉の増進
を図った。
　通年制　 14施設
　へき地　　6施設
　季　節　　9施設

421,569
（421,569）

A A

へき地・季節保育所及
び通年制保育園は，保
育に欠ける・欠けない
に関わらず保育を行っ
ており，認可保育所の
補完的役割を担った。

一般財団法人旭川保育
協会を引き続き指定管
理者とし，へき地・季
節保育所及び通年制保
育園を設置する。

421,592
（421,592）

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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2-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

41
子育て短期支
援事業の実施

子育て相談課

児童を養育することが一時
的に困難となった場合に，
適切に保護を行うことので
きる施設において，一定期
間，養育，保護を実施す
る。

・短期入所生活援助事業
（ｼｮｰﾄｽﾃｲ事業）
登録世帯数　89世帯
利用人数　139人(延べ)
・夜間養護等事業
（ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ事業）
登録世帯数　66世帯
利用人数　　35人(延べ)

951
（951）

A A

一定期間，養育・保護
を行うことで，児童を
養育することが一時的
に困難になった保護者
に対する子育て支援を
行うことができた。
今後はさらなる事業の
周知が課題である。

継続実施
1,094

（1,094）

広報誌等への掲載を行
い，事業の周知を行っ
ていく。

42
延長保育事業
の充実

こども育成課

保護者の就労形態の多様化
に伴い，通常の保育時間を
超えて保育が必要となる児
童に対して保育時間の延長
を実施する。

通常の保育時間を超えて保育
が必要となる児童に対して，
前後1時間の保育時間延長を
実施。
・延長保育
      公立  3か所
　　私立19か所
・長時間延長
　　私立1か所

127,535
（127,535）
公立  10,896
私立116,639

A A

次世代育成支援行動計
画後期計画に則り，実
施箇所を増設してい
る。

　　　　継続実施
・延長保育
      公立  3か所
　　私立20か所
・長時間延長
　　私立1か所

135,764
（135,764）
公立  12,208
私立123,556

事業継続に努める。

43
夜間保育の充
実

こども育成課
保護者の就労形態の多様化
に伴い，夜間保育を実施す
る。

延長保育を超えて保育が必要
となる児童に対して，夜間保
育を実施。
実施施設　1か所
通常開所時間
11:00～22:00
長時間延長を含む開所時間
8:00～25:00

2,577
（2,577）

（NO.42に計
上分一部再

掲）

A A
利用は少ないが，保護
者の就労時間の多様化
から，必要である。

継続実施

2,577
（2,577）

（NO.42に計
上分一部再

掲）

44
病後児保育事
業の充実

こども育成課

保育所に通所している児童
で，病気回復期にあるた
め，集団保育が困難な児童
に対し，保育サービスを実
施する。

保育所に通所している児童
で，病気回復期にあるため集
団保育が困難な児童に対し，
保育を実施。
実施施設数 公立1か所
　　　　　 私立1か所
開所日数 　公立293日
　　　　　 私立293日
延べ利用数 公立91人
　　　　　 私立67人

12,336
（12,336）
公立5,901
私立6,435

A A
利用は少ないが，必要
としている保護者がい
る。

　　　　継続実施
　       公立1か所
　       私立1か所

12,597
（12,597）
公立6,277
私立6,320

事業継続に努める。
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2-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

45
特別支援保育
事業の充実

こども育成課

保護者の労働，疾病等によ
り保育に欠け，かつ心身に
障害を有する児童を指定す
る保育所で保育を実施す
る。

保育に欠け，かつ心身に障害
を有する児童を，指定の保育
所で受入れ，保育を実施す
る。
・実施施設　　公立  4か所
　　　　　　　私立21か所
・対象児童数　公立16人
　　　　　　　私立96人

81,123
（81,123）

A A

次世代育成支援行動計
画後期計画に則り，実
施箇所を増設してい
る。

継続実施
・実施施設　公立  4か所
　　　　　　私立22か所

87,639
（87,639）

事業継続に努める。

46
休日保育事業
の充実

こども育成課
保護者の就労形態の多様化
に伴い，日曜日や祝日に保
育を行う。

日曜日や祝日に保育を行う。
・休日保育日数66日
・登録延べ児童数650人
・利用申込延べ人数859人
・延べ出席児童数657人

2,852
（2,852）

A A
次世代育成支援行動計
画後期計画に則り，事
業を実施している。

継続実施
3,402

（3,402）
実施箇所について検討
していく。

47
一時預かり事
業の充実

こども育成課

就労形態の多様化や核家族
化の進行等により，一時的
な保育や保護者の傷病等に
よる緊急時の保育に対する
需要が高まっていることか
ら，これらの保育需要に対
応するため一時預かり事業
を実施する。

保護者の肉体的・心理的疲労
や急な仕事・傷病に伴う保育
の需要に対応するため，一時
的保育事業を実施。
・実施施設　公立1か所
　　　　　　私立8か所

38,620
（38,620）
公立　6,227
私立 32,393

A A
次世代育成支援行動計
画後期計画に則り，事
業を実施している。

継続実施
・実施施設　公立1か所
　　　　　　私立8か所

39,595
（39,595）
公立　5,648
私立 33,947

実施施設の整備等によ
り定員の増加や実施施
設の増加を図る。

48
保育体制の充
実

こども育成課

旭川市の保育体制の充実強
化とその適正化を図るた
め，保育士2名（常勤予備
保育士）及び予備調理員を
配置する経費を助成する。

保育体制の充実とその適正化
を図るため，保育士2人（常
勤予備保育士）及び予備調理
員を配置する経費を助成す
る。
・常勤予備保育士 52人
・低年齢児担当保育士52人
・予備調理員 43人

199,140
（199,140）

A A
十分な活用により入所
児童の処遇向上に資す
ることができた。

継続実施
199,140

（199,140）
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2-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

49
保育指導の充
実

こども育成課
保護者からの相談や苦情等
に対する対応の充実を図
る。

来所，電話等により個別対応
を行った。

0
（0）

A A

保護者に対し，個別対
応を行うことにより悩
みの解消，苦情等の早
期解決を図ることがで
きた。

継続実施
0

（0）

50
保育所開放の
促進

こども育成課

すべての認可保育所が保育
所を開放し，保育所に入所
していない児童と保護者が
在園児と交流を図ること
で，育児不安を解消し，地
域に開かれた保育所づくり
に取り組む。

各認可保育所で毎週水曜日
（園によって多少異なる）に
園開放を実施した。

0
（0）

A A

参加も多く，子育て相
談を受けることもあり,
地域に開かれた保育所
としての役割を果たし
た。

継続実施
0

（0）

参加人数が比較的少な
い保育所については，
地域への更なるPRに
努める。

51
あそびの広場
の促進

こども育成課

私立認可保育所の保育士が
親子で楽しめる遊びを提供
し，親同士の交流や子育て
支援を行う。

広報誌等に掲載し，周知を
図った。

0
（0）

A A

認可保育所案内等に掲
載することにより，市
民への情報提供を果た
した。

各種資料への掲載につ
いて継続実施。

0
（0）

52
認可外保育所
への支援

こども育成課

私立認可外保育施設の乳幼
児の健全育成及び児童福祉
の向上を図るため，運営費
の一部を助成する。

私立認可外保育施設23施設
に対し助成を行った。

35,521
（30,497）

A A

施設に対し助成を行う
ことにより，運営の一
助となり，入所児童の
福祉の向上を図ること
ができた。

継続実施
23施設

40,455
（33,658）
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2-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

53
事業所内保育
所への支援

こども育成課

事業所内保育施設の乳幼児
の健全育成及び児童福祉の
向上を図るため，運営費の
一部を助成する。

事業所内保育施設5施設に対
し助成を行った。

35,521
（5,024）

A A

施設に対し助成を行う
ことにより，運営の一
助となり，入所児童の
福祉の向上を図ること
ができた。

継続実施
6施設

40,455
（6,797）

54

ファミリーサ
ポートセン
ター事業の実
施

子育て相談課

保育所や幼稚園までの送迎
や，外出時の預かりなど，
幅広く育児のサポートを行
う会員制の相互援助を実施
する。

依頼会員数　　   663人
提供会員数　　   294人
両方会員数　　     97人

援助活動実績　1,338件

14,027
（8,908）

A A

会員数及び援助件数が
増加しているため。
今後は，更なる事業の
周知が課題となる。

継続実施
14,139

（8,215）

広報誌等への掲載を行
い，事業の周知を行っ
ていく。

55
こども緊急さ
ぽねっと事業
の実施

子育て相談課

子どもの病気や急な仕事な
ど，宿泊を含めた臨時的・
突発的な育児のサポートを
行う会員制の相互援助活動
を実施する。

利用会員数　　   527人
スタッフ会員数   109人

援助活動実績　   266件

14,027
（5,119）

A A

会員数及び援助件数が
増加しているため。
今後は，更なる事業の
周知が課題となる。

継続実施
14,139

（5,924）

広報誌等への掲載を行
い，事業の周知を行っ
ていく。

56

地域子育て支
援拠点事業
「センター
型」の実施

子育て支援課

育児のノウハウを持ってい
る保育所を活用し，子育て
家庭等に対し育児相談，施
設開放，育児講座等の開催
などの育児支援を実施す
る。

・実施箇所　5か所
・育児相談　1,261件
・子育てサロンの開放
　延べ22,500人
・親子遊びの広場
　延べ2,720人
・育児講座の開催
　延べ参加者数2,887人
・育児サークルの支援
　延べ999人
・子育てニュース
　14,310部

42,643
（39,087）

A A

子育て家庭等に対する
相談及び情報提供、気
軽に集うことができる
場の提供等の実施によ
り，子育て中の孤立感
や不安感の解消を図っ
た。今後も事業周知や
センターのない地域へ
の設置を促進する。

継続実施
48,197

（39,087）

・事業のPR強化
・次世代育成支援行動
計買う後期計画に基づ
き，適正なセンターの
配置を検討
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57

地域子育て支
援拠点事業
「ひろば型」
の実施

子育て支援課

親子の交流，つどいの場の
提供，子育てに関する相
談・援助の実施，地域子育
て関連情報の提供，子育て
及び子育て支援に関する講
習を実施する。

・実施箇所　1か所
・育児相談　251件
・子育てサロンの開放
　延べ9,851人
・育児講座の開催
　延べ参加者数　538人
・子育てニュース　903部

42,643
（3,556）

A A

子育て家庭等に対する
相談及び情報提供、気
軽に集うことができる
場の提供等の実施によ
り，子育て中の孤立感
や不安感の解消を図っ
た。今後も事業周知や
センターのない地域へ
の設置を促進する。

子育て支援センターの
ない地域2か所に新たに
開設する。（神楽・北
門児童センター内）

48,197
（9,110）

・事業のPR強化
・次世代育成支援行動
計画後期計画に基づ
き，適正なセンターの
配置を検討

58
子育て交流活
動推進事業の
実施

子育て支援課

育児サークル活動における
会場料負担軽減，合同イベ
ントの開催や，育児サーク
ルや子育てサロン等へ講師
（保育士等）を派遣するな
ど地域の子育て活動を支援
する。

・育児サークル活動における
　会場料負担
・育児サークル合同イベント
　の開催
・育児サークル・サロンへの
　保育士の派遣　34回

3,900
（2,829）

A A

子育て支援に係る方策
は，様々な形で提供す
ることで相乗的に効果
が上がることから，地
域資源を活用した事業
として有効である。

継続実施
3,236

（3,150）
子育てに関する地域資
源との連携強化

59
私立幼稚園預
かり保育の充
実

こども育成課

通常の教育時間の前後や長
期休業期間中などに，保護
者が希望する園児を対象に
預かり保育を実施する。

実施施設
月曜日～金曜日　31園
　　　（土曜日　  8園）
長期休業期間　　29園

26,027
（26,027）

A A

預かり保育の実施によ
り，多くの幼児が教育
を受ける機会を得るこ
とができたため。

継続実施
27,957

（27,957）

60
留守家庭児童
会の充実

こども育成課

放課後に保護者が就労等で
家庭にいない小学校低学年
児童を対象として，適切な
遊びや生活の場を提供し，
健全育成を図る。

今年度については，1か所の
留守家庭児童会を新規開設
し，20人の定員増を行っ
た。

227,434
（227,434）

A A
定員の増加により恒常
的な待機児童の解消を
図るこができた。

継続実施
250,369

（250,369）

定員の増加を図るた
め，留守家庭児童会の
開設を行う。
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61
育児休業制度
についての理
解促進

人事課
経済総務課

「子育てハンドブック」の
配布などにより，育児休業
取得対象職員や所属長らに
対する制度への理解促進を
図る（人事課）。
労政だより等により，情報
提供を行う（経済総務課）。

育児休業を取得しやすくする
ため，「みんなDE子育て～
旭川市職員子育てハンドブッ
ク」を希望職員へ配布すると
ともに，Inweb（市職員専用
ページ）に掲載し，より制度
の周知に努めた。

5,747
（0）

（人事課）

0
（0）

（経済総務課）

B B

制度等についてわかり
やすく紹介した冊子を
配布したことに加え，
Inwebにも掲載をし，
職員への周知を行っ
た。

継続実施

7,613
（0）

（人事課）

0
（0）

（経済総務課）
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62
母子福祉資金
等貸付事業の
実施

子育て相談課
母子家庭等への修学資金等
を貸付する。

貸付件数　260件
118,804

（0）
Ａ Ａ

母子家庭自立のために
必要な資金を貸し付け
た。
償還率の向上が課題で
ある。

継続実施
123,840

（0）

連帯保証人への請求な
ど,償還対策の強化を
行っていく。

再
15

母子家庭相談
の実施(児童
家庭相談事
業)【再掲】

子育て相談課
母子家庭が抱える諸問題解
決と自立支援のために，母
子家庭相談を実施する。

相談件数　3,271件
25,325
（0）

Ａ Ａ

母子家庭の相談を受け
ることで，悩みを解決
してきた。
今後は，自立支援の対
応強化が必要となる。

継続実施
18,884
（0）

母子家庭の自立を促進
するため，相談のなか
で母親のニーズを聞き
ながら，自立支援制度
を紹介していく。

再
16

女性相談の実
施【再掲】

子育て相談課
ＤＶを含む女性が抱える諸
問題の予防と解決のために,
女性相談を実施する。

相談件数　1,091件
6,412
（0）

A A

個々のケースに対し,
ケースの状況を考慮し
た適切な対応が図られ
た。
今後とも,関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題。

継続実施
6,717
（0）

関係機関と連絡を強化
し,問題のあるケースに
対応する。

63
母子家庭等日
常生活支援事
業の実施

子育て相談課

母子家庭等において,修学等
の自立促進や疾病等の社会
的な事由などで,一時的な生
活援助,保育サービスが必要
な世帯又は生活環境等が激
変し,日常生活に大きな支障
がある世帯に対する支援員
派遣や,支援員宅で児童預か
り養育保護を実施する。

登録世帯数　　79世帯

利用件数
・生活援助
   13件（延べ）
・子育て支援
　53件（延べ）

73,385
（0）

Ａ Ａ

支援員派遣や児童預か
り養育保護を実施する
ことで,母子家庭等が安
心して暮らせる環境を
整備することができ
た。
今後はさらなる事業の
周知が課題である。

継続実施
58,635
（0）

広報誌等への掲載を行
い,事業の周知を行って
いく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）

目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進

基本的方向2　男女の家庭生活と他の活動との両立支援

施策の方向性(2)　ひとり親家庭が安心して暮らせる環境の整備
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64
母子生活支援
施設への入所
の実施

子育て相談課
身寄りのない母子世帯の保
護や女性一時保護を実施す
る。

母子生活支援施設：
入所延世帯数   35世帯
入所延人数　　79人

女性一時保護：
女性本人人数   　 3人
同伴児人数　　　 2人

79,149
（0）

A A

住居のない母子の保護
や暴力等の被害を受け
た女性や子どもを保護
できたため。
今後は,関係機関とより
緊密な協力体制を構築
していくことが課題で
ある。

継続実施
87,856
（0）

関係機関と連絡を密に
して,対象者の悩みを解
決していく。

65
母子家庭等自
立支援給付金
事業の実施

子育て相談課

母子家庭の母の就業をより
効果的に促進するため,母子
家庭自立支援給付事業を実
施する。（自立支援教育訓
練給付金,高等技能訓練促進
費,修了支援給付金）

自立支援教育訓練給付金
9件
高等技能訓練促進費
52件
修了支援給付金　26件

73,385
（0）

Ａ Ａ

給付金を支給すること
により,母子家庭の自立
に有効な資格取得につ
ながった。

継続実施
58,635
（0）

母子家庭の就業につな
げるため,資格取得を支
援していく。

66
ひとり親家庭
等医療費助成

子育て支援課
経済的基盤の弱いひとり親
家庭の健康保持のため医療
費の助成を行う。

助成件数  77,771件
・親　　       317件
・子　     77,454件

助成額　204,789千円
・親        29,955千円
・子　   174,834千円

228,787
（228,787）

Ａ Ａ

ひとり親家庭等の医療
費の負担軽減が図られ
た。
道補助対象外である初
診時一部負担金の市単
独助成継続について，
検討する必要がある。

助成件数　77,976件
・親　           341件
・子　      77,635件

助成額　206,233千円
・親        29,613千円
・子　   176,619千円

229,944
（229,944）

初診時一部負担金の廃
止に伴う助成範囲の拡
大を検討する。

67 職業相談 経済総務課
旭川市職業相談室にて,就職
相談を行う。

旭川市職業相談室にて,
就職相談を行った。
相談件数　14,801件
職業紹介件数　3,476
件
就職件数　536件
※旭川市職業相談室全体
の数（平成25年3月31
日現在）

4,926
（4,926）

A A
男女を問わず,求職者に
対して情報提供,相談業
務を行った。

継続実施
3,964

（3,964）

旭川公共職業安定所等
の関係機関と連携を図
りながら,職業相談等を
行うことにより,就労を
促進していく。
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68

情報提供等
(旭川市労働
基本調査報告
書の発行)

経済総務課

従業員5人以上の市内
1，000事業所に対してア
ンケートを送付し，労働条
件，労働環境についての状
況把握を行う。

未実施（隔年実施のた
め） - - - -

従業員5人以上の市内
1,000事業所に対して
アンケートを送付し，労
働条件，労働環境につい
ての状況把握を行う。

500
（500）

69
「旭川労政だ
より」の発行

経済総務課
労政だよりを発行（年3
回）する。

労政だよりの発行（年3
回）
平成24年4月1,500部
平成24年7月1,500部
平成25年1月1,500部
市施設，共済センター等
に配布

0
（0）

A A
雇用・労働関係に係る
情報を幅広く提供し
た。

継続実施
0

（0）

雇用・労働関係に係る
今日的な情報を幅広く
提供するため，企業等
に対して国などの施策
や制度などの周知を
図っていく。

70
IT活用による
情報提供

政策調整課
経済総務課

出前講座実施の案内などを
行う（政策調整課）。
市ホームページ等により，
情報提供を行う（経済総務
課）。

市ホームページ等によ
り，情報提供を行った。

823
（0）

政策調整課

0
（0）

経済総務課

A B

男女共同参画だけでな
く，雇用・労働関係に
対して幅広く情報提供
を行った。

継続実施

655
（0）

政策調整課

0
（0）

経済総務課

雇用・労働関係に係る
今日的な情報を幅広く
提供するため，企業等
に対して国などの施策
や制度などの周知を
図っていく。

71

中小企業振興
資金融資事業
（労働環境整
備資金）

経済総務課

企業による労働環境の改善
や環境対策の取組みのため
に必要な資金の融資の円滑
化を図る。
＊就労の場における雇用機
会と待遇の確保との関連に
おいては，企業による育児
休業制度及び介護休業制度
の導入・運用のために必要
な資金の融資の円滑化を図
る。

新規貸付額合計
0円

利子補助額合計
117,591円（うち，企
業の育児休業制度の導入
等に関するものは0円）

36,058
（うち，企業
の育児休業制
度の導入等に
関するものは

0）

B B

企業による育児休業制
度の導入等に対する金
融支援について，必要
な融資枠を設定し制度
を実施した。今後，制
度の利用促進を図るた
め，一層の周知が必要
である。

継続実施
80,772

（80,772）

関係機関との密接な連
携を通じて，制度の積
極的な周知を図る。

※男女共同参画関連事業費は（ ）

目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進

基本的方向3　就労等の場における男女共同参画の促進

施策の方向性(1)　就労の場における男女の均等な雇用機会と待遇の確保
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72
社会的な貢献
度を評価する
入札契約制度

契約課

企業の社会的な貢献を推進
するため，男女共同参画の
推進として，育児休暇，介
護休暇制度等，子育て支援
や男女共同参画を推進して
いる企業の社会的な貢献度
を評価し，入札・契約制度
において優遇措置を行う。

社会貢献推進企業に対
し，委託・賃貸借・物品
購入の入札における優先
指名を実施した。また，
社会貢献推進項目を，建
設工事の総合評価入札に
おいて評価項目化した。

0
（0）

Ｂ Ｂ

建設工事にて男女共同
参画の推進を評価項目
に組み入れた総合評価
入札を12件実施，ま
た，物品・委託等の入
札参加資格者に関し社
会貢献推進企業の登録
受付を随時実施し，企
業の男女共同参画への
取組のインセンティブ
を生み出している。
課題としては，社会貢
献推進企業の入札参加
機会をさらに増やすこ
とが挙げられる。

継続実施
0

（0）

優先指名の徹底及び総
合評価実施件数の拡大
を図る。

73
相談体制の整
備

人事課
セクシュアル・ハラスメン
トに関する相談窓口を設置
する。

セクシュアル・ハラスメ
ントに関する相談窓口の
設置

5,747
（0）

B B

研修やInweb（市職員
専用ホームページ）に
より相談窓口の周知を
行った。

事業継続
7,613
（0）

セクシュアル・ハラス
メント防止や相談体制
の周知を図る。

再
16

女性相談の実
施【再掲】

子育て相談課
ＤＶを含む女性が抱える諸
問題の予防と解決のため
に，女性相談を実施する。

相談件数　1,091件
6,412
（0）

A A

個々のケースに対し，
ケースの状況を考慮し
た適切な対応が図られ
た。
今後も，関係機関との
より緊密な協力体制の
構築が課題となる。

継続実施
6,717
（0）

関係機関と連絡を強化
し，問題のあるケース
に対応する。
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向3　就労等の場における男女共同参画の促進
施策の方向性(2)　農業・商工自営業等従事者の労働環境の整備

2-3-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
1

男女共同参画
出前講座の実
施【再掲】

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を講師
を派遣することによっ
て，より身近に男女共
同参画について学ぶ機
会を提供し，意識啓発
を図ることができた。
引き続き，啓発機会の
提供を行うとともに，
若い世代に対し啓発を
推進する必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

74
旭川農村婦人
大学の開催

農政課

農村における女性の地位向
上や，自己啓発を図るた
め，農村婦人大学を開催す
る。

農村婦人大学の開催
（26名）
・定例講座11回
・延べ　164人

1,955
（112）

Ａ Ａ

農村女性が自らの手で
企画・活動しており，
市の最小限の支援で運
営されていた。

・市自主事業としては，
平成24年度で終了し，
今後は農業婦人による自
立的活動に発展する。

75
農村女性ネッ
トワークかが
やき活動支援

農政課
農業女性の活動支援のた
め，総会，先進地視察研修
を実施する。

・総会27人
・先進地視察研修29人

1,955
（15）

Ｂ Ｂ

活動については元気な
農村づくりに効果を発
揮している。
新規女性に参加しても
らえるように呼びかけ
ていく必要がある。

・総会
・先進地視察研修

2,034
（98）

報道機関等を利用する
ほか，各農協への呼び
かけや会員自らの宣伝
を行う。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向3　就労等の場における男女共同参画の促進
施策の方向性(3)　就労機会等の拡大

2-3-(3)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
65

母子家庭等自
立支援給付金
事業の実施
【再掲】

子育て相談課

母子家庭の母の就業をより
効果的に促進するため,母子
家庭自立支援給付事業を実
施する。（自立支援教育訓
練給付金,高等技能訓練促進
費,修了支援給付金）

自立支援教育訓練給付金
9件
高等技能訓練促進費
52件
修了支援給付金　26件

73,385
（0）

Ａ Ａ

給付金を支給すること
により,母子家庭の自立
に有効な資格取得につ
ながった。

継続実施
58,635
（0）

母子家庭の就業につな
げるため,資格取得を支
援していく。

再
67

職業相談
【再掲】

経済総務課
旭川市職業相談室にて，就
職相談を行う。

旭川市職業相談室にて，
就職相談を行った。
相談件数　14,801件
職業紹介件数　3,476
件
就職件数　536件
※旭川市職業相談室全体
の数（平成25年3月31
日現在）

4,926
（4,926）

A Ａ
男女を問わず,求職者に
対して情報提供,相談業
務を行った。

継続実施
3,964

（3,964）

旭川公共職業安定所等
の関係機関と連携を図
りながら,職業相談等を
行うことにより,就労を
促進していく。

再
69

「旭川労政だ
より」の発行
【再掲】

経済総務課
労政だよりを発行（年3
回）する。

労政だよりの発行（年3
回）
平成24年4月1,500部
平成24年7月1,500部
平成25年1月1,500部
市施設，共済センター等
に配布

0
（0）

A Ａ
雇用・労働関係に係る
情報を幅広く提供し
た。

継続実施
0

（0）

雇用・労働関係に係る
今日的な情報を幅広く
提供するため，企業等
に対して国などの施策
や制度などの周知を
図っていく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向4　家庭や地域における男女共同参画の促進
施策の方向性(1)　家庭や地域における活動等の促進

2-4-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
1

男女共同参画
出前講座の実
施【再掲】

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を派遣
することによって，よ
り身近に男女共同参画
について学ぶ機会を提
供し，意識啓発を図る
ことができた。引き続
き，啓発機会の提供を
行うとともに，若い世
代に対し啓発を推進す
る必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

再
2

男女共同参画
講演会の実施
【再掲】

政策調整課

男女共同参画に関する意識
啓発を図るため，市民活動
団体とも連携し，講演会を
開催する。

平成25年1月19日
（土）
旭川市大雪クリスタル
ホール「大会議室」
講演会テーマ：「女（ひ
と）と男（ひと），思い
やりの心で」
講師：増岡　弘氏
参加者：128名

823
（565）

A A

テレビアニメ「サザエ
さん」でマスオさん役
の人気声優である増岡
氏が自身の体験談や参
加者との交流を交え，
男女共同参画社会実現
に必要な「心づかい」
「言葉」の大切さにつ
いて講演した。また，
男女共同参画推進団体
との連携により取組を
進めることができた。
今後は，男女共同参社
会への関心が低い市民
にも学ぶ機会を提供す
る必要がある。

これまでの事業実績を踏
まえ，男女共同参画への
関心が高い市民のみなら
ず，市内団体等を対象に
した講習会を実施する。

655
（57）

男女共同参画社会の実
現へ向け，職場環境の
整備，理想的な家事分
担等について理解を
得，市内に広めていく
ことを図る。

76
男女共同参画
推進団体情報
交換会の実施

政策調整課

男女共同参画推進団体間
や，行政との連携促進を図
るため，情報交換会を実施
する。

情報交換会を通じて，男
女共同参画事業について
講座の講師など推進団体
との連携により進めるこ
とができた。2回開催

823
（0）

A Ｂ

情報交換会の参加につ
いて，特定団体に固定
されつつあり，また，
登録団体の会員が高齢
化により活動が困難に
なってきている団体も
生じている。男女共同
参画推進団体の登録に
ついて一層の周知が必
要である。

継続実施
655
（0）

新しい団体の登録をす
進めるため，ホーム
ページ等の媒体を使用
して，団体登録をPR
する。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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2-4-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

77
ときわ市民
ホールの利用
支援

市民活動課

ときわ市民ホールは，女
性，勤労青少年，高齢者，
障害者，ボランティアな
ど，多くの市民が交流を深
めながら活動する複合施設
であり，男女共同参画推進
団体が交流を深めながら活
動できるよう利用を支援す
る。

年間利用者数 194,885人
年間利用件数   12,597件

81,542
（81,542） Ｂ Ｂ

施設の利用者数と利用
件数は，前年度とほぼ
同じであったが，今後
は市民に対してより一
層のときわ市民ホール
の機能周知と，男女共
同参画推進団体の施設
利用促進が課題であ
る。

継続実施
76,386

（76,386）

市民に対する日頃のＰ
Ｒ活動を通じて施設利
用の促進を図りなが
ら，男女共同参画推進
団体が積極的に活動で
きるよう支援してい
く。
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目標2　あらゆる分野における男女共同参画の促進
基本的方向4　家庭や地域における男女共同参画の促進
施策の方向性(2)　介護の場面における固定的性別役割分担意識の解消

2-4-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

再
1

男女共同参画
出前講座の実
施【再掲】

政策調整課

団体からの申込みにより，
担当職員等を講師として派
遣し，男女共同参画の講座
やワークショップ等を実施
する。

（平成24年6月～平成
24年11月の間　9回）
9団体　330名

823
（21）

A A

各種団体に講師を講師
を派遣することによっ
て，より身近に男女共
同参画について学ぶ機
会を提供し，意識啓発
を図ることができた。
引き続き，啓発機会の
提供を行うとともに，
若い世代に対し啓発を
推進する必要がある。

継続実施
655

（40）

広く様々な団体に出前
講座の活用が図られる
よう取組を進める。ま
た，講演内容によって
は庁内外の適任者に講
師を依頼する。

78
介護休業制度
についての理
解促進

人事課
経済総務課

介護休業制度についての理
解促進を図る（人事課）。
労政だより等により情報提
供を行う（経済総務課）。

平成24年度実績
取得人数　0人

5,747
（0）

（人事課）

0
（0）

（経済総務課）

Ｃ Ｃ
介護休暇制度につい
て，幅広く情報提供を
行う。

事業継続

7,613
（0）

（人事課）

0
（0）

（経済総務課）

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標3　生涯を通じた男女の健康支援
基本的方向1　男女の健康の保持・増進
施策の方向性(1)　性及び生殖に関する個人の意思の尊重についての意識啓発と健康管理の推進

3-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

79
エイズ予防対
策事業の充実

健康推進課

エイズ予防対策事業を実施す
る。
1　エイズに関する予防知識の
普及啓発
2　HIV抗体検査
3　相談事業
4　情報誌の発行
5　講演会の開催
6　旭川市エイズ等対策推進協
議会の開催）

1　エイズに関する予防知
識の普及啓発
2　HIV抗体検査（46回，
205件）
3　相談事業　268件（電
話259件，来所9件）
4　情報誌の発行（1回）
5　講演会の開催（1回）
6　旭川市エイズ等対策推
進協議会（1回）

1,462
（1,462）

A A

各事業をとおして，エ
イズについての誤解，
偏見の解消やエイズに
関する知識の普及・啓
発活動を行い，性およ
び生殖に関する個人の
意思の尊重についての
意識啓発と，健康管理
の推進ができた。

継続実施
1,640

（1,640）

今後もエイズ予防対策
事業の中で性および生
殖に関する個人の意思
尊重について理解を深
め，予防行動の実践か
ら健康管理を推進でき
るよう事業を進めてい
く。

80
健康相談の実
施(地域保健
第1,第2係)

保健指導課
健康課題を有する者に対し
て,　生活習慣病予防のため
の個別の相談を実施する。

　　　（実施状況）
回数　　631回
人数　1,291人

3,394
（3,394）

A A

市内16会場での実施
や日曜日の開催など，
利用者の利便性に配慮
した。64歳以下の利
用者の拡充が今後の課
題である。

継続実施
3,587

（3,587）

今後も市民の利便性に
配慮し，開催形態及び
内容について工夫して
いく。

81
健康相談の実
施(母子保健
係分)

子育て相談課
健康及び育児支援が必要な
市民に対し，保健指導，情
報提供を行う。

乳幼児健康相談：926
件（37回）
幼児健康相談：642件
（35回）
電話相談：398件
窓口相談：378件

24,620
（3,553）

A A

育児支援の身近な窓口
として機能している。
育児支援を必要として
いる親子が増加傾向に
あり，関係機関との連
携強化を図っていく必
要がある。

継続実施
25,802

（2,334）
医師等専門職種の確保
を図る。

82
健康教育の開
催

保健指導課
生活習慣病予防のための，
集団健康教育を実施する。

　　　（実施状況）
集団健康教育
回数　　　　188回
人数　　　5,495人

2,364
（2,364）

A A

地域や対象者の特性に
合った内容で，健康に
関する知識の普及啓発
を行うことが出来た。
今後もより多くの市民
が参加し，生活習慣改
善に取り組む一歩とな
るような教室展開を検
討する必要がある。

継続実施
2,593

（2,593）

周知方法や内容を検討
し，対象者の特性に合
わせた，身近で取り組
みやすい内容となるよ
う工夫していく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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3-1-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

83
食生活改善地
区組織活動の
実施

保健指導課

食生活改善推進員養成講
座，食生活改善推進員再教
育講座，食生活改善地域講
習会を実施する。

食生活改善推進員養成講
座（1回・17名）
食生活改善推進員再教育
講座（2回・延130名）
食生活改善地域講習会
（40回・延1,031名）

1,005
（1,005）

A A

食生活改善推進員によ
る取組は地域に密着し
た活動であり，食生活
改善を推進する上で重
要な役割を担ってい
る。若い世代の参加を
増加させることで活動
をさらに活性化させる
ことが課題となる。

継続実施
1,032

（1,032）

食生活改善推進員の養
成とともに，推進員の
活動環境の整備に努め
るなど，活動を支援す
る。

84
栄養改善推進
事業の実施

保健指導課
栄養相談，給食施設指導，
離乳食教室を実施する。

栄養相談
給食施設指導
離乳食教室
（9回・287名）

2,400
（2,400）

A A

栄養相談や健康教育の
機会や，給食施設にお
ける適切な運営，栄養
管理等についての助
言，指導については，
市民の健康増進のため
重要であり，継続した
支援が必要である。

継続実施
2,656

（2,656）

食事の悩みを持つ乳幼
児の保護者や個人への
栄養相談等を実施す
る。
また，特定給食施設等
への助言及び指導や給
食関係者に対する研修
会を実施する。

85
食育推進事業
の実施

保健指導課

食育推進会議，食育セミ
ナー，食を育む料理教室，
食育出前講座，食事バラン
スガイド等の普及啓発を実
施する。

食育推進会議（3回）
食育セミナー
（2回・延57名）
食を育む料理教室
（12回・延301名）
食育出前講座
（45回・延1,192名）
食事バランスガイド等の
普及啓発

944
（944）

A A

食に関する知識と食を
選択する力を習得し，
健全な食生活を実践す
ることができるよう食
育を推進することは重
要であり，関係機関・
団体等と連携しながら
食育に対する意識を高
めていく必要がある。
日程や対象など，参加
しやすい環境整備をし
ている。

継続実施
996

（996）

食育推進会議において
関係機関・団体等との
連携について審議しな
がら，食育を推進する
ためにセミナーや料理
実習などの健康教育を
開催するとともに普及
啓発に取り組む。
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No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

86 がん検診事業 健康推進課

がん検診事業を実施する
（1がん検診　2がん予防
の推進　3がん検診受診率
向上への取り組み）。

1　がん検診（胃・肺・
乳・子宮・大腸）
（受診者数～
胃11,067・
肺12,392・
乳10,881・
子宮20,619・
大腸16,782）
2　がん予防の推進
地域においてがん予防教
室などを開催し，検診の
重要性などを啓発した。
参加者39名
3　がん検診受診率向上
への取り組み
地区女性・婦人部や民間
企業と連携を図り，検診
制度や旭川市の現状など
をより広く周知し受診率
の向上に努めた。

287,681
（287,681）

A A

がんの早期発見及び早
期治療による延命はも
とより，身体機能の低
下を最低限に抑え，
QOL（生活の質）の改
善や向上を図ることが
できた。
健康づくりは男女問わ
ず一貫して取り組む課
題であり，本事業では
自らの健康づくり，セ
ルフケアの姿勢等を啓
発啓蒙するものであ
る。

1　がん検診（胃・肺・
乳・子宮・大腸）
（受診者数～
胃10,452・
肺11,257・
乳10,455・
子宮19,656・
大腸17,337）
2　がん予防の推進
地域においてがん予防教
室などを開催し，検診の
重要性などを啓発する。
延べ参加者100名
3　がん検診受診率向上
への取り組み
地区女性・婦人部や民間
企業と連携を図り，検診
制度や旭川市の現状など
をより広く周知し受診率
の向上に努める。

306,268
（306,268）

がん予防意識の普及啓
発及び各がん検診の受
診率向上のため，地区
女性・婦人部や民間企
業との連携を図り，検
診制度や旭川市の現状
等をより広く周知し，
受診率の向上に努め
る。

87
赤ちゃん訪問
の実施

子育て相談課

生後4か月までの乳児のい
る家庭を訪問し，育児等に
関する不安や悩みを聞き相
談に応じるなど支援を行
う。

訪問件数：延2,290件
13,562

（13,562）
A A

産前産後の健康状態の
管理や育児不安の軽減
を図ることができた。
養育支援を必要として
いる者が増加傾向にあ
ることから，訪問実施
率の向上を図る必要が
ある。

継続実施
15,591

（15,591）

引き続き，事業の周知
を強化するとともに全
戸訪問を実施する。

88
旭川市総合体
育館スポーツ
教室の実施

スポーツ課
旭川市総合体育館スポーツ
教室を実施する。

旭川市総合体育館・大成
市民センター体育館にお
いて，スポーツ教室
（21教室）を各10回開
催した。
単純なスポーツ教室とし
てではなく，高齢者や母
子が一緒に取り組める軽
運動等の教室を実施し，
延べ5，348人が参加し
た。

－ B B

日頃スポーツから遠ざ
かっている人がスポー
ツに取り組むきっかけ
になっており，生涯を
通じた男女の健康づく
りへの支援に一定の成
果があった。
今後は教室の参加者が
継続してスポーツに取
り組むことができるよ
う啓発活動や環境の整
備が必要となる。

継続実施 －

教室の参加者に競技団
体やクラブ等を紹介
し，継続してスポーツ
に取り組むことができ
るよう啓発していく。
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89
子宮頸がん予
防ワクチン接
種助成事業

健康推進課
子宮頸がん予防ワクチン接
種費用の全額を助成する。

旭川市に住民票がある中
1～高2に相当する年齢
の女性を対象に，子宮頸
がん予防ワクチン接種費
用の全額を助成する。

50,961
（50,961）

A A

子宮頸がんを予防する
ために効果的なワクチ
ン接種の助成を勧める
ことができた。

事業終了

平成25年3月の予防接
種法の一部改正に伴
い，4月から定期予防
接種として実施する。
高い接種率を維持する
ため，学校等を通じ，
広く周知を図る。

90
通所型介護予
防事業費

介護高齢課

介護予防上の支援が必要な
高齢者（二次予防事業対象
者）が，通所の方法によ
り，要支援状態又は要介護
状態となることを予防し，
生活機能全体の向上を図
る。

１　運動器機能向上プロ
グラム
（342回，延5,730人）

２　栄養改善プログラム
（18回，延98人）

３　口腔機能向上プログ
ラム
（120回，延1,410人）

36,036
（36,036） A A

各プログラムを実施す
ることで，二次予防事
業対象者が要介護状態
等となることを予防
し，生活機能向上が図
られた。

継続実施
55,640

（55,640）

今後も二次予防事業対
象者が要介護状態等と
なることを予防するた
め，事業を実施してい
く。

91
介護予防普及
事業費

介護高齢課

　要支援，要介護認定者以
外の高齢者が要介護状態と
なることを予防し，心豊か
に，生きがいのある生活を
送ることができるよう支援
するため，地域の交流の促
進及び介護予防の普及啓発
を行う。

１　一次予防運動教室事業
（324回，延7,224人）
２　健康教育・健康相談
（健康教育127回，
延3,003人：健康相談
20回，延218人）
３　介護予防手帳（作成数
1,400冊）
４　認知症予防教室
（80回，延1,384人）
５　普及啓発パンフレット
（作成数8,000冊）
６　介護予防運動教室事業
（H23はいきいきセンター
神楽運動教室事業）
（160回，延5,736人）

47,075
（47,075）

A A

各事業を通して，高齢
者が要介護状態となる
ことを予防し，心豊か
に，生きがいのある生
活を送ることができる
よう支援した。

継続実施
49,102

（49,102）

高齢者が要介護状態と
なることを予防するた
め，介護予防の普及啓
発を行いっていく。
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92
国民健康保険
特定健診事業

国民健康保険課

国民健康保険被保険者の
40歳～74歳の方を対象と
した特定健康診査の実施
（メタボリックシンドロー
ムに着目した生活習慣病を
予防するための健康診断の
実施）

・特定健診受診状況
   実施率　20.0％
・受診率向上の取組
継続受診者への個別の電
話，はがき勧奨やがん検
診とのセット型健診の提
供に努めた

115,736
（115,736） C A

　健康は男女を問わず
個々人の生涯にわたる
課題であり，本事業
は，生活習慣病の発症
や重症化予防を目的と
しており，QOLの改善
や向上を図っている。
更に受診率の向上が必
要である。

・特定健診の実施
受診率　25.0％
・受診率向上の取組
平成24年度から引き続
き継続受診の勧奨を実施
すると共に，未受診に治
療中の方が多いことから
実施医療機関にかかりつ
け患者への受診勧奨を依
頼し受診率向上に努め
る。

147,895
（147,895）

受診率の向上に向け，
受診勧奨，健康管理の
意識啓発及び受診環境
の整備等に努めてい
く。
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目標3　生涯を通じた男女の健康支援
基本的方向1　男女の健康の保持・増進
施策の方向性(2)　保健・医療体制の充実

3-1-(2)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

93
女性の医師・
医療技術員の
確保

市立病院
女性の医師・医療技術員を
確保する。

女性採用数
(採用者のうち女性割合)

医師　　　　　2人
　　　　(25．0％)
医療技術員　　2人
　　　　(50．0％)

0
（0）

Ａ B

女性の医業従事者が増
えることで，より女性
患者に配慮した医療を
提供できるようにな
る。

医師・医療技術員の採用
0

（0）

引き続き，女性医師及
び女性医療技術員の確
保に努めていく。

94
女性専門外来
の充実

市立病院

女性特有の症状や，男性医
師に相談しにくい問題など
に対応するため，女性専門
外来診療再開に向けて新た
な女性医師の確保に努め
る。

女性医師を確保でき
ず，当面の間，女性専
門外来は休診のままと
なった。

0
（0）

Ｃ Ｃ

女性専門外来担当の女
性医師を確保できず，
女性専門外来を再開す
ることができなかっ
た。

女性専門外来の再開
2,340

（2,340）

診療再開に向けて新た
な女性医師の確保に努
めていく。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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目標3　生涯を通じた男女の健康支援
基本的方向2　女性の健康づくりの推進
施策の方向性(1)　妊娠・出産期における女性の健康支援

3-2-(1)

No. 事業名 担当課 事業の概要 Ｈ24年度実施内容 H24決算(千円) 評価1 評価2 評価2に対する理由と課題 Ｈ25年度事業予定 H25予算(千円) 課題解決に向けた取組

95
母子健康手帳
の配布の実施

子育て相談課
母子の健康管理に資するた
め，母子保健法に基づき妊
娠届者に交付する。

母子健康手帳交付数
　交付数　2,591件

182,128
（322）

A A

母子の健康管理を記録
として残すことは，生
涯にわたる健康管理に
は重要である。
妊娠期から支援を要す
る者が増加しているこ
とから，交付窓口の相
談体制の充実を図る必
要がある。

継続実施
201,378
（374）

母子健康手帳交付時に
アンケートを実施し，
支援を要する者の早期
発見，対応に努める。

96
妊婦健康診査
の実施

子育て相談課
安全な妊娠・出産ができる
よう，健康診査に係る費用
の助成を実施する。

受診者数：延28,402件
182,128

（181,627）
A A

母体や胎児の健康管理
において健康診査は必
要不可欠である。安
心、安全な出産を迎え
るために、定期的な受
診を勧奨していく必要
がある。

継続実施
201,378

（201,004）

定期的な健康診査の実
施について，意識啓発
を図る。

再
87

赤ちゃん訪問
の実施【再
掲】

子育て相談課

生後4か月までの乳児のい
る家庭を訪問し，育児等に
関する不安や悩みを聞き相
談に応じるなど支援を行
う。

訪問件数：延2,290件
13,562

（13,562）
A A

産前産後の健康状態の
管理や育児不安の軽減
を図ることができた。
養育支援を必要として
いる者が増加傾向にあ
ることから，訪問実施
率の向上を図る必要が
ある。

継続実施
15,591

（15,591）

引き続き，事業の周知
を強化するとともに全
戸訪問を実施する。

97
親学入門講座
の実施

子育て相談課

夫婦での出産・育児への理
解を深めるため，妊婦とそ
のパートナーを対象とした
講座を実施する。

受講者数：延117人
182,128
（180）

C C

参加者からは好評を得
ているが，参加人数は
年々減少しており，民
間においても類似事業
があることから，対象
者や内容等の見直しを
検討する必要がある。

廃止

親支援の一環として，
次代の親育ちのための
中学生向けの講座を実
施予定。

※男女共同参画関連事業費は（ ）
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98
健康相談の実
施（窓口・電
話相談）

子育て相談課

育児支援のニーズが増加傾
向にあり，健康及び育児支
援を要する市民に対し，保
健指導，情報提供を行う。

乳幼児健康相談：926
件（37回）
幼児健康相談：642件
（35回）
電話相談：398件
窓口相談：378件

24,620
（3,553）

A A

育児支援の身近な窓口
として機能している。
育児支援を必要として
いる親子が増加傾向に
あり、関係機関との連
携強化を図っていく必
要がある。

継続実施
25,802

（2,334）
医師等専門職種の確保
を図る。

99
妊娠中毒症等
療養援護費の
支給

子育て支援課
妊娠中毒症で療養が必要な
妊婦に対し，治療費の支給
を行う。

妊娠中毒症で療養が必要
な妊婦に対し，治療費の
支給を行う。

142,814
（0）

A A

給付件数は無かった
が，妊婦が安心して子
どもを出産するための
支援対策となってい
る。

継続実施
116,976
（26）

事業の周知を図る。

100
不妊相談の実
施

子育て相談課
不妊について悩む市民に対
して支援する。

相談件数　53件
35,053
（82）

A A

相談内容は特定不妊治
療費の助成に関する内
容が主となっており，
助成制度の活用につな
がっている。
不妊治療に関する最新
知識の習得などスキル
アップを図り，不妊相
談体制の充実を図る必
要がある。

継続実施
31,891
（99）

研修会に参加し，最新
の不妊治療に関する知
識を習得し，カウンセ
リング技術の向上を図
る。

101
特定不妊治療
費助成の実施

子育て相談課
特定不妊治療（体外受精及
び顕微授精）に要する治療
費の一部を助成する。

助成件数　206件
35,053

（29,728）
A A

高額な不妊治療費の一
部助成は，制度を利用
し前向きに治療に取り
組むことにつながって
いる。
治療を受ける夫婦は増
加傾向にあり，今後も
制度の周知が必要があ
る。

継続実施
31,891

（31,792）
医療機関等に対し，事
業の周知をする。
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第２部 男女共同参画の動向
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第１章 人口動態 

１ 人口の推移 

 本市の人口は，ほぼ横ばいで推移していたものの，減少傾向に転じ，平成 18 年には

36 万人を割り込み，人口減少が続いています。 

男女別の人口は，平成 1５年では女性 191,115 人，男性 171,244 人でしたが，平

成 24 年では女性 187,719 人，男性 163,481 人と大きく減少しています 

 また，前年同月と比べると 883 人（男性 747 人，女性 136 人）減少しています。 

 

 

２ 旭川市の年齢３区分別人口割合の推移 

 本市の年齢３区分別人口割合では，10 年間で 14 歳以下の年少人口の割合が減少して

いる一方，65 歳以上の老年人口の割合が大きく増加しており，少子高齢化が急速に進

んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

（年少人口）  （老年人口）  （生産年齢人口）  

■男性 ■女 性 
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我が国における少子化が一層進展している中にあって，本市の出生数は，近年横ばい

で推移しています。 

 平成 17 年度の全国の合計特殊出生率は過去最低の 1.26 となりましたが，平成 22･

23 年度は 1.39 とやや回復傾向にあります。本市の合計特殊出生率も，平成 23 年度

は 1.28 で全国平均を下回っておりますが，平成 22 年度の 1.24 に比して，合計特殊

出生率及び出生数ともにやや回復傾向にあります。 

 

※ 合計特殊出生率とは，１５歳から４９歳までの女子の年齢別（年齢階級別）出生率を合計したもので，

１人の女子が仮にその観察期間の年齢別（年齢階級別）出生率で一生の間に生むとしたときの子ども

の数に相当し，人口動態の出生の傾向をみるときの主要な指標となっています。  

（厚生労働省人口動態統計特殊報告より引用）  

 

３ 世帯構成の変化 

 本市の総人口が減少で推移している中，単身世帯の増加により，一世帯当たりの平均

世帯人員は年々減少しています。平成 22 年度の国勢調査では，153,986 世帯となってい

ます。 

 

 

資料：出生数（旭川市）：旭川市保健衛生年報 
合計特殊出生率(旭川市）：市独自推計（※人口推計を使用せず人口動態統計と住民基本台帳（各年９月末）の年齢別
人口で算出） 

合計特殊出生率（全国）：人口動態統計 
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また，家族類型別にみると｢単独世帯｣の割合が大幅に増加しており，逆に｢夫婦と子

どもの世帯｣の割合が減少しています。また，「女親と子どもの世帯（母子世帯）」の

割合も年々増加しています。 

   
 

  

４ 婚姻の動向 

 全国的にも非婚化・晩婚化に伴う出生率の低下が指摘される中，本市においても平均

初婚年齢は上昇傾向にあります。 

 

                            平均初婚年齢          単位：歳  

 

 

 

 

 

 男  性 女  性 

全 国 全 道 旭川市 全 国 全 道 旭川市 

平成19年 30.1 29.5 28.8 28.3 28.1 27.6 

平成20年  30.2 29.8 29.2 28.5 28.2 28.0 

平成21年  30.4 29.8 29.2 28.6 28.4 27.9 

 平成22年  30.5 30.1 29.5 28.8 28.7 28.1 

平成23年  30.7 30.2 29.4 29.0 28.7 28.4 

資料：人口動態調査，北海道保健統計年報，旭川市保健衛生年報 
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  本市の婚姻・離婚は減少傾向にあります。平成２３年婚姻件数は，1,772 件（前年比

94 件減），婚姻率は，5.0（前年比 0.3 減）となっています。 

  また，平成２３年離婚件数は，697 件（前年比 160 件減），離婚率は 2.02（前年

比 0.47 減）となっています。 

  

 

５ 健康管理の動向 

平成２３年度の乳がん検診の受診率は旭川市３９．０％（１１，１４６人），全国

１８．３％（約２５２万人）となっています。 
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第２章 旭川市における男女共同参画 

 

１ 政策・方針決定過程への女性の参画 

 (1) 市の附属機関における女性の参画 

市の審議会等の附属機関における女性委員の参画が着実に進み，平成 17 年には  

32.0%となりました。 

しかしながら，平成 19 年度より割合が減少したことから，推進本部会議等を通じ，

全庁的に女性の積極的な登用に努め，平成 22 年度で 30.9%と若干増加し，平成 25 年

度では 34.3%となっています。 

 

 

※「附属機関」とは，市の施策について市民や専門家の意見を聴くために法令に基づいて設置された 

審議会等です。 
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２ 就労の場における男女共同参画 

  (1) 就労状況 

 本市における労働力人口は，平成 7 年から減少しており，同様に就業者数も減少し

ています。これを男女別にみると，男性の労働力人口及び就業者数はともに平成 7 年

から減少しているのに対し，女性の労働力人口，就業者数は平成 12 年からゆるやか

な減少傾向にありますが，平成 22 年における女性の割合は労働力人口が 44.3%，就

業者数が 44.9%となっています。 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，女性の年齢階層別労働力率を平成 22 年と平成 17 年とを比べてみると，平

成 22 年の労働力率は 15～19 歳の 18.9%がもっとも低く，ここから急上昇し，25

～29 歳で 74.7%と全年齢階級中最も高い割合となっています。その後，労働力率は

いったん低下し，また 35 歳から再び上昇をはじめ，45～49 歳で 73.1%と第２ピ

ークを迎えるＭ字型カーブを描きますが，この途中の谷は年々小さくなる傾向にあり

ます。 

 

 

旭川市の労働力状態

69,175

93,48999,318

105,533
110,004

106,468

74,32070,582

75,622 76,346
75,742

85,078

104,500
99,778

91,391

101,845

70,74772,26071,799
67,696

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

資料：国勢調査人

男性労働力人口
女性労働力人口
男性就業者
女性就業者
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※「労働力人口」とは，15 歳以上の人口のうち，就業者（収入になる仕事を少しでもした人あるいは収

入になる仕事を持っている人）と完全失業者（収入になる仕事を少しもしない人のうち，仕事に就く

ことが可能であって，かつ積極的に仕事を探している人）を合わせたもの。 

※「労働力率」とは，15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。 

（総務省「労働力調査」より引用） 

 

(2) 企業の女性管理職等の登用 

平成 23 年度旭川市労働基本調査によると，294 事業所における正規雇用従業員数に

よる従業員割合は，女性が 27.4%であるものの，女性の管理職等の登用状況は，部長相

当職以上で 5.9%，課長相当職で 6.5%，係長相当職で 14.1%となっていますが，いず

れの割合も増加しています。 
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(3) 旭川市の女性管理職等の登用 

平成 25 年 4 月 1 日現在の旭川市における行政職給与表及び企業職員行政職給与表適

用者のうち，保育士，消防職を除いた職員総数は，1,856 人。その内，女性職員は 468

人で，25.2％となっています。 

また，女性管理職の割合は，平成 21 年度 3.7%から平成 25 年度 8.5%へ増加してい

ます。 

※「女性管理職の割合」は，行政職給料表及び企業職員行政職給料表適用者のうち，保育士，技能労

務職と消防職を除いたもの。 

 

資料：旭川市総務部調べ  

 

(4) 育児休業制度等 

平成 23 年度旭川市労働基本調査によると，68.0%の企業が，育児休業制度を就業

規則に定め，前回調査（H21:60.3％）より 7.7％増加しています。 

また，育児休業中の賃金の取扱いについては，有給が 10.5%，一部有給が 10.5%，

無給が 77.5%となっています。 

一方，育児休業以外の措置として，短時間勤務，フレックスタイムなどを実施して

いる企業は 30.6%で，前回調査（H21:30.3％）より 0.3％増加しています。 
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３ 配偶者等からの暴力防止 

各相談窓口における相談件数 

 

   

 旭川市 

市民相談センター 

旭川市 

女性相談室 

ウィメンズネット  

旭川 

北海道立女性 

相談援助センター 

Ｈ２０ 3,146件 

うち 0件 

903件 

うち  93件 

87９件 

うち 813件 

5,155件 

うち 1,597件 

Ｈ２１ 2,948件 

うち 0件 

970件 

うち 103件 

506件 

うち 465件 

5,494件 

うち 1,583件 

Ｈ２２ 3,602件 

うち 0件 

1,038件 

うち 96件 

351件 

うち 258件 

4,901件 

うち 1,527件 

Ｈ２３ 3,440件 

うち 0件 

1,012件 

うち 95件 

305件 

うち 259件 

5,120件 

うち 1,647件 

Ｈ２４ ３,481件 

うち 0件 

1,091件 

うち 92件 

311件 

うち 186件 

4,985件 

うち 1,680件 

 

資料：旭川市総合政策部調べ，北海道環境生活部調べ 

※下段は，配偶者等からの暴力の相談事案  

※「旭川市配偶者暴力相談支援センター」（平成２２年度開設）相談実績は，「旭川市女性相談室」に含む。 

 

               一時保護の状況                     

 年度 北海道立女性 

相談援助センター 

一時保護委託施設 

Ｈ２０ 本 人  98人 

 

本 人 192人 

 

Ｈ２１ 本 人 107人 

 

本 人 182人 

Ｈ２２ 本 人 102人 

 

本 人 194人 

 

Ｈ２３ 本 人 110人 

 

本 人 201人 

 

Ｈ２４ 本 人 121人 

 

本 人 176人 

 

                     資料：北海道立女性相談援助センター調べ 

※道内の一時保護委託施設は，平成２４年度末で 12 か所  

 

４ 旭川市男女共同参画苦情処理委員 

 「旭川市男女平等を実現し男女共同参画を推進する条例」に基づき，平成 15 年 8 月

1 日から男女共同参画苦情処理委員（2 名）を置き，本市の男女共同参画に関する施策

や人権侵害及び差別的取扱いをはじめとする男女共同参画を阻害する事案について，申

出をした者への助言や，必要と認めたときには，関係者に対する改善に向けての意見表

明を行います。 

 平成 2４年度の申出は，ありませんでした。 
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